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 津市職員等の損害賠償責任の一部免責に関する条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１号 

   津市職員等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２

の７第１項の規定に基づき、市長若しくは委員会の委員若しくは委員又は職

員（同法第２４３条の２の８第３項の規定による賠償の命令の対象となる者

を除く。以下「職員等」という。）の本市に対する損害を賠償する責任（以

下「損害賠償責任」という。）の一部を免れさせることに関し必要な事項を

定めるものとする。 

 （損害賠償責任の一部免責） 

第２条 職員等が本市に対して損害賠償責任を負う場合において、職務を行う

につき善意でかつ重大な過失がないときは、当該責任を負う額から、職員等

に係る基準給与年額（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７

３条の４第１項第１号の普通地方公共団体の長等の基準給与年額をいう。）

に、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控

除して得た額について、責任を免れさせる。 

 ⑴ 市長 ６ 

 ⑵ 副市長、教育委員会の教育長若しくは委員、選挙管理委員会の委員又は

監査委員 ４ 

 ⑶ 公平委員会の委員、農業委員会の委員、固定資産評価審査委員会の委員、

消防長又は上下水道事業管理者 ２ 

 ⑷ 職員（前２号に掲げる者を除く。） １ 

  附 則 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



 

２ この条例の規定は、この条例の施行の日以後の職員等の行為に基づく損害

賠償責任について適用する。 



 

 

 

 

 

 児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条 

例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第２号 

   児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例 

 （津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６

年津市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第１２条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に改

める。 

第２３条第２項中「修了した保育士」の次に「若しくは三重県の区域に係

る法第１８条の２９に規定する地域限定保育士（以下これらを「保育士」と

いう。）」を加える。 

 （津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条

例の一部改正） 

第２条 津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関す

る条例（平成２６年津市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第２５条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号（幼保

連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員にあっては認定こども 

園法第２７条の２第１項各号、幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあ 

っては学校教育法第２８条第２項において準用する認定こども園法第２７条 

の２第１項各号）」に改める。 

 （津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 

第３条 津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平



 

成２６年津市条例第２３号）の一部を次のように改める。 

第１０条第３項第１号中「保育士」の次に「又は三重県の区域に係る法第

１８条の２９に規定する地域限定保育士」を加える。 

第１２条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に改

める。 

 （津市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 津市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例（令和７

年津市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第１３条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に改

める。 

第２２条第１項中「保育士」の次に「（保育士又は三重県の区域に係る法 

第１８条の２９に規定する地域限定保育士をいう。以下この条において同じ。）」

を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 

 

 

 

 

 

 津市特定乳児等通園支援事業の運営の基準に関する条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第３号 

   津市特定乳児等通園支援事業の運営の基準に関する条例 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 特定乳児等通園支援事業者の運営に関する基準 

 第１節 利用定員に関する基準（第３条） 

 第２節 運営に関する基準（第４条－第３２条） 

第３章 雑則（第３３条・第３４条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下

「法」という。）第５４条の３において準用する法第４６条第２項の規定に

基づき、特定乳児等通園支援事業（特定乳児等通園支援（法第３０条の２０

第１項に規定する特定乳児等通園支援をいう。以下同じ。）を行う事業をい

う。以下同じ。）の運営に関する基準を定めるものとする。 

（一般原則） 

第２条 特定乳児等通園支援事業者（法第５４条の３に規定する特定乳児等通

園支援事業者をいう。以下同じ。）は、良質かつ適切であり、かつ、子ども

の保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮された内容及び水準の特定

乳児等通園支援の提供を行うことにより、全ての子どもが健やかに成長する

ために適切な環境が等しく確保されることを目指さなければならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援を利用す



 

る支給対象小学校就学前子ども（法第３０条の１４に規定する支給対象小学

校就学前子どもをいう。以下同じ。）の意思及び人格を尊重して、常に当該

支給対象小学校就学前子どもの立場に立って特定乳児等通園支援を提供する

ように努めなければならない。 

３ 特定乳児等通園支援事業者は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営

を行い、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、特定教育・保育

施設等（法第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設及び法第２９条第

１項に規定する特定地域型保育事業者をいう。以下同じ。）、他の特定乳児

等通園支援事業者、地域子ども・子育て支援事業を行う者、児童福祉施設そ

の他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

めなければならない。 

４ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援を利用す

る支給対象小学校就学前子どもの人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者

を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、特定乳児等通園支援事業者 

が特定乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「特定乳児等通園支援事業所」 

という。）の職員に対し、研修の実施その他の措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

第２章 特定乳児等通園支援事業者の運営に関する基準 

第１節 利用定員に関する基準 

（利用定員） 

第３条 特定乳児等通園支援事業者は、１時間当たりの利用定員（法第５４条

の２第１項の確認において定めるものに限る。次項において同じ。）を定め

るものとする。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子ども（法第３０条の

１６に規定する乳児等支援給付認定子どもをいう。以下同じ。）が当該特定

乳児等通園支援事業者が提供する特定乳児等通園支援を利用する時間数、特

定乳児等通園支援事業所が開所する日数及び時間その他の事情を考慮して１

月当たりの利用定員を定めるものとする。 

第２節 運営に関する基準 

（面談） 

第４条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに係る特定

乳児等通園支援の利用の申込みを受けた後、当該乳児等支援給付認定子ども

に対して最初に特定乳児等通園支援を提供しようとするときに、当該乳児等



 

支援給付認定子ども及びその保護者の心身の状況及び当該乳児等支援給付認

定子どもの養育環境を把握するための当該保護者との面談（映像及び音声の

送受信により相手の状態を相互に認識しながらする通話を含む。）を行わな

ければならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の面談を行うに当たっては、あらかじ

め、第１９条に規定する運営規程の概要、職員の勤務の体制、第１２条の規

定により当該特定乳児等通園支援事業者が支払を受ける費用に関する事項そ

の他の提供する特定乳児等通園支援に関する重要事項を記載した文書を交付

しなければならない。 

３ 特定乳児等通園支援事業者は、第１項の面談において、前項の重要事項を

説明し、当該申込みに係る特定乳児等通園支援の提供について保護者の同意

を得なければならない。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止） 

第５条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定保護者（法第３０

条の１５第３項に規定する乳児等支援給付認定保護者をいう。以下同じ。）

から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んでは

ならない。 

（あっせん及び要請に対する協力） 

第６条 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援の利

用について法第５４条の３において準用する法第５４条第１項の規定により

本市が行うあっせん及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

（乳児等支援支給認定証に記載された事項の確認） 

第７条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに係る特定

乳児等通園支援の利用の申込みを受けた後、当該乳児等支援給付認定子ども

に対して最初に特定乳児等通園支援を提供するに際し、乳児等支援給付認定

保護者から法第３０条の１５第３項に規定する乳児等支援支給認定証の提示

を受けたときは、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４

４号）第２８条の２４各号に掲げる事項を確認するものとする。 

（乳児等支援給付認定の申請に係る援助） 

第８条 特定乳児等通園支援事業者は、法第３０条の１５第１項の認定（以下

この条において「乳児等支援給付認定」という。）を受けていない保護者か

ら利用の申込みがあった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに乳児

等支援給付認定の申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 



 

（心身の状況等の把握） 

第９条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援の提供に当たって

は、乳児等支援給付認定子ども及びその保護者の心身の状況、当該乳児等支

援給付認定子どもの養育環境、他の特定乳児等通園支援事業者が提供する特

定乳児等通園支援の利用状況その他の教育・保育等（法第５６条第１項に規

定する教育・保育等をいう。）の利用の状況の把握に努めなければならない。 

（特定教育・保育施設等との連携） 

第１０条 特定乳児等通園支援事業者は、特定教育・保育施設等において継続

的に提供される法第２７条第１項に規定する特定教育・保育及び法第２９条

第１項に規定する特定地域型保育との円滑な接続に資するよう、乳児等支援

給付認定子どもに係る情報の提供その他特定教育・保育施設等との密接な連

携に努めなければならない。 

（特定乳児等通園支援の提供の記録） 

第１１条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援を提供した際は、

提供した日時、時間、内容その他必要な事項を記録しなければならない。 

（支払） 

第１２条 特定乳児等通園支援事業者は、法定代理受領（法第３０条の２０第

５項（法第３０条の２１第３項において準用する場合を含む。）の規定によ

り市町村が支払う特定乳児等通園支援に要した費用の額の一部を、乳児等支

援給付認定保護者に代わり特定乳児等通園支援事業者が受領することをいう。

次条において同じ。）を受けないときは、乳児等支援給付認定保護者から、

当該特定乳児等通園支援に係る特定乳児等通園支援費用基準額（法第３０条

の２０第３項に規定する額をいう。次項において同じ。）の支払を受けるも

のとする。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の支払を受ける額のほか、特定乳児等

通園支援の提供に当たって、当該特定乳児等通園支援の質の確保及び向上を

図る上で必要であると認められる対価について、当該特定乳児等通園支援に

要する費用として見込まれるものの額と特定乳児等通園支援費用基準額との

差額に相当する金額の範囲内で設定する額の支払を乳児等支援給付認定保護

者から受けることができる。 

３ 特定乳児等通園支援事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定乳児

等通園支援において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の

額の支払を乳児等支援給付認定保護者から受けることができる。 



 

⑴ 日用品、文房具その他の特定乳児等通園支援に必要な物品の購入に要す

る費用 

⑵ 特定乳児等通園支援に係る行事への参加に要する費用 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ 特定乳児等通園支援事業所に通う際に提供される便宜に要する費用 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、特定乳児等通園支援において提供される便

宜に要する費用のうち、特定乳児等通園支援の利用において通常必要とさ

れるものに係る費用であって、乳児等支援給付認定保護者に負担させるこ

とが適当と認められるもの 

４ 特定乳児等通園支援事業者は、前３項の費用の額の支払を受けた場合は、

当該費用の額を支払った乳児等支援給付認定保護者に対し、当該費用に係る

領収証を交付しなければならない。 

５ 特定乳児等通園支援事業者は、第２項及び第３項の金銭の支払を求める際

は、あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに乳児等支援給付認定保護者に

金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするとともに、乳児

等支援給付認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければな

らない。ただし、第３項の規定による金銭の支払に係る同意については、文

書によることを要しない。 

（乳児等支援給付費の額に係る通知等） 

第１３条 特定乳児等通園支援事業者は、法定代理受領により特定乳児等通園

支援に係る乳児等支援給付費の支給を受けた場合は、乳児等支援給付認定保

護者に対し、当該乳児等支援給付認定保護者に係る乳児等支援給付費の額を

通知しなければならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、法定代理受領を行わない特定乳児等通園支

援に係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した特定乳児等通園支援

の内容、利用時間、費用の額その他必要と認められる事項を記載した特定乳

児等通園支援提供証明書を乳児等支援給付認定保護者に対して交付しなけれ

ばならない。 

（特定乳児等通園支援の取扱方針） 

第１４条 特定乳児等通園支援事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条の規定に基づき保育所にお

ける保育の内容について内閣総理大臣が定める指針に準じ、乳児等通園支援

事業（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第２３項に規定



 

する乳児等通園支援事業をいう。）の特性に留意して、支給対象小学校就学

前子ども及びその保護者の心身の状況等に応じて、特定乳児等通園支援の提

供を適切に行わなければならない。 

（特定乳児等通園支援に関する評価等） 

第１５条 特定乳児等通園支援事業者は、自らその提供する特定乳児等通園支

援の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、そ

の結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

（相談及び援助） 

第１６条 特定乳児等通園支援事業者は、常に乳児等支援給付認定子ども及び

その保護者の心身の状況並びに当該乳児等支援給付認定子どもの養育環境の

的確な把握に努め、当該乳児等支援給付認定子ども及びその保護者からの相

談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならな

い。 

（緊急時等の対応） 

第１７条 特定乳児等通園支援事業所の職員は、現に特定乳児等通園支援の提

供を行っているときに乳児等支援給付認定子どもに体調の急変が生じた場合

その他必要な場合は、速やかに当該乳児等支援給付認定子どもの保護者又は

医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（乳児等支援給付認定保護者に関する本市への通知） 

第１８条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援を受けている乳

児等支援給付認定子どもに係る乳児等支援給付認定保護者が偽りその他不正

な行為によって乳児等支援給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、

遅滞なく、意見を付してその旨を本市に通知しなければならない。 

（運営規程） 

第１９条 特定乳児等通園支援事業者は、次に掲げる事業の運営についての重

要事項に関する規程（第２２条において「運営規程」という。）を定めてお

かなければならない。 

⑴ 特定乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針 

⑵ その提供する特定乳児等通園支援の内容 

⑶ 職員の職種、員数及び職務の内容 

⑷ 特定乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日 

⑸ 第１２条の規定により乳児等支援給付認定保護者から支払を受ける費用



 

の種類、支払を求める理由及びその額 

⑹ 第３条第１項の規定により定める１時間当たりの利用定員 

⑺ 特定乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する事項その他の利

用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑾ その他特定乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第２０条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対し、

適切な特定乳児等通園支援を提供することができるよう、特定乳児等通園支

援事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所ごとに、当該特

定乳児等通園支援事業所の職員によって特定乳児等通園支援を提供しなけれ

ばならない。ただし、特定乳児等通園支援の提供に直接影響を及ぼさない業

務については、この限りでない。 

３ 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の職員の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

（利用定員の遵守） 

第２１条 特定乳児等通園支援事業者は、第３条第１項の規定により定める１

時間当たりの利用定員を超えて特定乳児等通園支援の提供を行ってはならな

い。 

（掲示等） 

第２２条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の見やす

い場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、第１２条の規定により乳児

等支援給付認定保護者から支払を受ける費用の額その他の利用の申込みをし

た者の特定乳児等通園支援事業者の選択に資すると認められる重要事項を掲

示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって

直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行う

ことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧

に供しなければならない。 

（乳児等支援給付認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第２３条 特定乳児等通園支援事業所においては、乳児等支援給付認定子ども



 

の国籍、信条、社会的身分又は第１２条の規定による支払の状況によって、

差別的取扱いをしてはならない。 

（虐待等の禁止） 

第２４条 特定乳児等通園支援事業所の職員は、乳児等支援給付認定子どもに

対し、児童福祉法第３３条の１０第１項各号に掲げる行為その他当該乳児等

支援給付認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（秘密保持等） 

第２５条 特定乳児等通園支援事業所の職員及び管理者は、正当な理由がなく、

その業務上知り得た乳児等支援給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らし

てはならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の職員であった

者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た乳児等支援給付認定子ども又

はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければなら

ない。 

３ 特定乳児等通園支援事業者は、特定教育・保育施設等、他の特定乳児等通

園支援事業者、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関に対して、

乳児等支援給付認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書

により当該乳児等支援給付認定子どもに係る乳児等支援給付認定保護者の同

意を得ておかなければならない。 

（情報の提供等） 

第２６条 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援を

利用しようとする乳児等支援給付認定子どもに係る乳児等支援給付認定保護

者が、その希望を踏まえて適切に特定乳児等通園支援事業者を選択すること

ができるように、その提供する特定乳児等通園支援の内容に関する情報の提

供を行うよう努めなければならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、当該特定乳児等通園支援事業者について広

告をする場合において、その内容を虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

（利益供与等の禁止） 

第２７条 特定乳児等通園支援事業者は、利用者支援事業（法第５９条第１号

に規定する事業をいう。）その他の地域子ども・子育て支援事業を行う者

（次項において「利用者支援事業者等」という。）、教育・保育施設、地域

型保育事業者（地域型保育を行う事業者をいう。次項において同じ。）若し

くは乳児等通園支援事業者（乳児等通園支援を行う事業者をいう。次項にお



 

いて同じ。）又はその職員に対し、支給対象小学校就学前子ども又はその家

族に対して当該特定乳児等通園支援事業者を紹介することの対償として、金

品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、利用者支援事業者等、教育・保育施設、地

域型保育事業者若しくは乳児等通園支援事業者又はその職員から、支給対象

小学校就学前子ども又はその家族を紹介することの対償として、金品その他

の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情解決） 

第２８条 特定乳児等通園支援事業者は、その提供した特定乳児等通園支援に

関する乳児等支援給付認定子ども又は乳児等支援給付認定保護者その他の当

該乳児等支援給付認定子どもの家族（以下この条において「乳児等支援給付

認定子ども等」という。）からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦

情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦

情の内容その他の事項を記録しなければならない。 

３ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供した特定乳児等通園支援に関する

乳児等支援給付認定子ども等からの苦情に関して本市が実施する事業に協力

するよう努めなければならない。 

４ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供した特定乳児等通園支援に関し、

法第３０条の１３において準用する法第１４条第１項の規定により本市が行

う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は本市の

職員からの質問若しくは特定乳児等通園支援事業所の設備若しくは帳簿書類

その他の物件の検査に応じ、及び乳児等支援給付認定子ども等からの苦情に

関して本市が行う調査に協力するとともに、本市から指導又は助言を受けた

場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

５ 特定乳児等通園支援事業者は、本市からの求めがあった場合には、前項の

改善の内容を本市に報告しなければならない。 

（地域との連携等） 

第２９条 特定乳児等通園支援事業者は、その運営に当たっては、地域住民又

はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなけ

ればならない。 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 



 

第３０条 特定乳児等通園支援事業者は、事故の発生又はその再発を防止する

ため、次の各号に定める措置を講じなければならない。 

⑴ 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された

事故発生の防止のための指針を整備すること。 

⑵ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、

当該事実が報告され、その分析を通じた改善策を職員に周知徹底する体制

を整備すること。 

⑶ 事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこ

と。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対する特定乳

児等通園支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに本市及び当該乳

児等支援給付認定子どもの家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

なければならない。 

３ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った

処置について記録しなければならない。 

４ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対する特定乳

児等通園支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速

やかに行わなければならない。 

（会計の区分） 

第３１条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業の会計をそ

の他の事業の会計と区分しなければならない。 

（記録の整備等） 

第３２条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の職員、

設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対する特定乳

児等通園支援の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

⑴ 第１４条に定めるものに基づく特定乳児等通園支援の提供に当たっての

計画 

⑵ 第１１条の規定による特定乳児等通園支援の提供の記録 

⑶ 第１８条の規定による本市への通知に係る記録 

⑷ 第２８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑸ 第３０条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ



 

いての記録 

第３章 雑則 

（電磁的記録等） 

第３３条 特定乳児等通園支援事業者は、記録、作成、保存その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）により行うことが規定されているものについては、当該書面等に代え

て、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）

により行うことができる。 

２ 特定乳児等通園支援事業者は、この条例の規定による書面等の交付又は提

出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当

該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、乳児等支

援給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条

において「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定乳児等通園支援

事業者の使用に係る電子計算機と、乳児等支援給付認定保護者の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この

条において同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）に

より提供することができる。この場合において、当該特定乳児等通園支援事

業者は、当該書面等を交付し、又は提出したものとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定乳児等通園支援事業者の使用に係る電子計算機と乳児等支援給付

認定保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて

送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録す

る方法 

イ 特定乳児等通園支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて乳児等支援給付認定

保護者の閲覧に供し、乳児等支援給付認定保護者の使用に係る電子計算

機に備えられた当該乳児等支援給付認定保護者のファイルに当該記載事

項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けな



 

い旨の申出をする場合にあっては、特定乳児等通園支援事業者の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）をもって調製す

るファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、乳児等支援給付認定保護者がファイルへの記録

を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定乳児等通園支援事業者は、第２項の規定により記載事項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する乳児等支援給付認定保

護者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書

又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第２項各号に規定する方法のうち特定乳児等通園支援事業者が使用する

もの 

⑵ ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定乳児等通園支援事業者は、当該乳児等支

援給付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を

受けない旨の申出があったときは、当該乳児等支援給付認定保護者に対し、

第２項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。た

だし、当該乳児等支援給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした場

合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の

取得について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提

出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事

項」という。）」とあるのは「書面等による同意」と、「第４項」とあるの

は「第６項において準用する第４項」と、「提供する」とあるのは「得る」

と、「書面等を交付し、又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得

た」と、同項第１号イ中「記載事項を」とあるのは「同意に関する事項を」

と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、「受けない」とあるの

は「行わない」と、同項第２号中「交付する」とあるのは「得る」と、第３

項中「前項各号」とあるのは「第６項において準用する前項各号」と、第４

項中「第２項」とあるのは「第６項において準用する第２項」と、「記載事

項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」

とあるのは「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項各号」とある

のは「第６項において準用する第２項各号」と、第５項中「前項」とあるの



 

は「第６項において準用する前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同

意を行わない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この

条例の規定による書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第３４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

 

 

津市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第４号 

   津市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号。以下「法」と

いう。）第４条の規定に基づく学校給食及び幼稚園における給食（以下「学

校給食」という。）の実施並びに学校給食費の管理に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「学校給食費」とは、法第１１条第２項に規定する

学校給食費及び幼稚園において実施する給食に係る同項に規定する学校給食

費に相当する経費をいう。 

２ この条例において「学校給食費負担者」とは、学校給食の提供を受ける児

童、生徒又は園児の保護者（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６

条に規定する保護者をいう。）その他学校給食の提供を受ける者をいう。 

 （学校給食の実施） 

第３条 本市は、本市が設置する小学校、中学校、幼稚園及び義務教育学校の

うち規則で定めるものにおいて、学校給食を実施するものとする。 

 （学校給食費の徴収） 

第４条 市長は、学校給食費負担者から学校給食費を徴収する。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、学校給食費負担者が学校給食費に係る

負担軽減の措置を受けているときは、当該学校給食費負担者から学校給食費

を徴収しないことができる。 

３ 学校給食費の額は、規則で定める。 



 

 （学校給食費の納付） 

第５条 学校給食費負担者は、学校給食費を規則で定める日（第７条第１項及

び第４項において「納期限」という。）までに納付しなければならない。 

 （学校給食費の減免） 

第６条 市長は、特に必要があると認めるときは、学校給食費を減額し、又は

免除することができる。 

（遅延損害金） 

第７条 学校給食費を納期限後に納付する場合は、その納期限の翌日から納付

の日までの期間の日数に応じ、その学校給食費の額に民法（明治２９年法律

第８９号）第４０４条に規定する法定利率の割合を乗じて計算した金額に相

当する遅延損害金を加算して納付しなければならない。 

２ 前項の遅延損害金の額を計算する場合において、学校給食費の額に１，０

００円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。 

３ 前２項の規定により計算した遅延損害金の額に１００円未満の端数がある

とき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はそ

の全額を切り捨てる。 

４ 市長は、学校給食費負担者が学校給食費をその納期限までに納付しなかっ

たことについてやむを得ない理由があると認める場合においては、第１項の

遅延損害金を減額し、又は免除することができる。 

５ 第１項に規定する年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合とする。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

１ この条例は、令和８年９月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公

布の日から施行する。 

２ 学校給食の実施及び学校給食費の管理に関し必要な手続その他の行為は、

この条例の施行の日前においても行うことができる。 

 



 

 

 

 

 津市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第５号                                

   津市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 （津市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 津市職員の給与に関する条例（平成１８年津市条例第４２号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条中「並びに」の次に「初任給調整手当、」を加える。 

  第１７条の次に次の１条を加える。 

 （初任給調整手当） 

第１７条の２ 新たに採用された職員であって、採用の日において、第３９

条に規定する当該職員の勤務１時間当たりの給与額（次項において「特定

額」という。）が、その在勤する地域における民間の賃金の最低基準を考

慮して規則で定める額（次項において「基準額」という。）を下回るもの

には、採用の日から規則で定める日までの間、初任給調整手当を支給する。 

２ 初任給調整手当の月額は、規則で定めるところにより基準額と特定額と

の差額を月額に換算した額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける職員以外の職員で、同項の規定により初任

給調整手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとし

て規則で定めるものには、規則の定めるところにより、前２項の規定に準

じて、初任給調整手当を支給する。 

４ 前３項に規定するもののほか、初任給調整手当の支給に関し必要な事項

は、規則で定める。 

第２４条第１項第１号中「１キロメートル」を「２キロメートル」に改め、

同項第２号中「この項及び次項」を「この条」に、「１キロメートル」を 

「２キロメートル」に改め、同項第３号中「１キロメートル」を「２キロメ 

ートル」に改め、同条第２項第２号中「別表第５に定める額」を「６６，４



 

００円を超えない範囲内で自動車等の使用距離の区分に応じて規則で定める

額」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 第１項第２号又は第３号に掲げる職員で、自動車等の駐車のための施設

（その所在地及び利用形態が規則で定める要件を満たすものに限る。第１

号において「駐車場等」という。）を利用し、その料金を負担することを

常例とするもの（規則で定める職員を除く。）の通勤手当の月額は、前項

の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号

に定める額（その額の合計額が１５０，０００円を超えるときは、１５０，

０００円）とする。 

  ⑴ 駐車場等に係る通勤手当 ５，０００円を超えない範囲内で１箇月当

たりの駐車場等の料金に相当する額として規則で定める額 

  ⑵ 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前項の規定による額 

  別表第５を削る。 

 （津市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 津市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年津市条例第３５号）

の一部を次のように改正する。 

  第１６条の表及び第１８条の表中「及び第３項」を削る。 

（津市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第３条 津市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２２年津市条例

第３号）の一部を次のように改正する。 

  第１２条中「及び第３項」を削り、「並びに」を「及び」に改め、「第２

４条第３項及び」を削る。 

（津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第４条 津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年津

市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「給料」の次に「、初任給調整手当」を加える。 

  第３条第３項中「地域手当」を「初任給調整手当、地域手当」に改める。 

 第５条第２項中「１００分の７０」を「１００分の７１．２５」に改める。 

第５条の２第２項中「１００分の５０」を「１００分の５１．２５」に改

める。 

第７条第６項中「地域手当」を「初任給調整手当、地域手当」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

 津市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条 

例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第６号                

   津市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例 

津市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（平成１８年津市条

例第９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「６７万円」を「６８万円」に改め、同条第２号中「６１万

円」を「６２万円」に改め、同条第３号中「５５万円」を「５６万円」に改め

る。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

 

 委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例をこ 

こに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第７号                                  

   委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年津市条例第４

３号）の一部を次のように改正する。 

別表学校運営協議会委員の項の次に次のように加える。 

  別表選挙長の項中「１１，５００円」を「１２，２００円」に改め、同表投

票所の投票管理者の項中「１３，５００円」を「１４，５００円」に改め、同

表期日前投票所の投票管理者の項中「１２，０００円」を「１４，５００円」

に改め、同表開票管理者の項中「１１，５００円」を「１２，２００円」に改 

め、同表投票所の投票立会人の項中「９，０００円（７時間を限度とする。）」 

を「１２，４００円（７時間を超えない場合にあっては、日額９，０００円）」 

に改め、同表期日前投票所の投票立会人の項中「１０，７００円」を「１２，

４００円（７時間を超えない場合にあっては、日額９，０００円）」に改め、

同表開票立会人の項及び選挙立会人の項中「１０，０００円」を「１０，１０

０円」に改め、同表固定資産評価員の項の次に次のように加える。 

災害弔慰金等支給審査委員会委員 日額 ９，０００円（津市災害弔慰

金の支給等に関する条例（平成１８

いじめ対策会議委員 日額 ９，０００円（いじめ防止

対策推進法（平成２５年法律第７

１号）第２８条第１項に規定する

調査を行う場合にあっては、日額

１８，０００円） 



 

年津市条例第１０６号）第１７条に

規定する事項について調査審議する

場合にあっては、日額２０，４００

円） 

別表介護認定審査会委員の項の次に次のように加える。 

いじめ調査委員会委員 日額 ９，０００円（いじめ防止

対策推進法第３０条第２項に規定

する調査を行う場合にあっては、

日額１８，０００円） 

附 則 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の規定は、この

条例の施行の日以後に支給すべき理由を生じた報酬について適用し、同日前

に支給すべき理由を生じた報酬については、なお従前の例による。 



 

 

 

 津市職員の特殊勤務手当に関する支給条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第８号                       

   津市職員の特殊勤務手当に関する支給条例の一部を改正する条例 

津市職員の特殊勤務手当に関する支給条例（平成１８年津市条例第４６号）

の一部を次のように改正する。 

第９条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（消防本部及び消防署に

勤務する職員の特殊勤務手当）」を付し、同条の次に次の２条を加える。 

第９条の２ 緊急消防援助隊（消防組織法（昭和２２年法律第２２６号。以下

「法」という。）第４５条第１項に規定する緊急消防援助隊をいう。以下同

じ。）として災害業務に従事する職員の特殊勤務手当は、職員が緊急消防援

助隊として、災害が発生した市町村に出動し、消防の応援等に従事したとき

に支給する。 

第９条の３ 市町村の消防の相互の応援として災害業務に従事する職員の特殊

勤務手当は、法第３９条第２項の規定により締結した三重県内消防相互応援

協定に基づき、災害が発生した市町に出動し、消防の応援等に従事したとき

（緊急消防援助隊が出動する規模の災害が発生した場合に限る。）に支給す

る。 

   附 則                                 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

津市手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第９号 

津市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 津市手数料徴収条例（平成１８年津市条例第７３号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条及び第３条第１項中「別表第１６」を「別表第１７」に改める。 

別表第１６の次に次の１表を加える。 

別表第１７（第２条、第３条関係） マンションの再生等の円滑化に関する法

律（平成１４年法律第７８号。以下この表において「法」という。）に基づ

く事務 

手数料を徴収する事務 手数料の額 

法第１６３条の５９第

１項の規定に基づく要

除却等認定マンション

の建替え又は更新に係

るマンションの容積率

又は各部分の高さの特

例の許可 

１件につき １６０，０００円

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

 

津市久居地域地区集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１０号 

津市久居地域地区集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例 

 津市久居地域地区集会所の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例

第８９号）の一部を次のように改正する。 

 第３条の表津市久居新町中央集会所の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 



 

 

 

 

 津市安濃交流会館の設置及び管理に関する条例を廃止する条例をここに公布

する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１１号 

   津市安濃交流会館の設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

 津市安濃交流会館の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第９５

号）は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、令和８年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する 

条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１２号 

   津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例 

津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年津市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第１７条第２項を次のように改める。 

２ 家庭的保育事業者等は、前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる

健康診断又は健康診査（母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１２条

又は第１３条に規定する健康診査をいう。同表において同じ。）（以下この

項において「健康診断等」という。）が行われた場合であって、当該健康診

断等がそれぞれ同表の右欄に掲げる健康診断の全部又は一部に相当すると認

められるときは、同欄に掲げる健康診断の全部又は一部を行わないことがで

きる。この場合において、家庭的保育事業者等は、それぞれ同表の左欄に掲

げる健康診断等の結果を把握しなければならない。 

 児童相談所等における乳児又は幼

児（以下「乳幼児」という。）の

利用開始前の健康診断 

利用乳幼児に対する利用開始時の

健康診断 

 

 乳幼児に対する健康診査 利用開始時の健康診断、定期の健 

康診断又は臨時の健康診断 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

 

 

 

 

津市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す 

る条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１３号 

   津市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改

正する条例 

津市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例（令和７年津市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第９条（見出しを含む。）並びに第１０条の見出し及び同条第１項中「乳児

等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に改める。 

第１３条の見出し中「防止」を「禁止」に改め、同条中「乳児等通園支援事

業者」を「乳児等通園支援事業所」に改める。 

第１６条第６号中「乳児、幼児の区分ごとの」を削り、同条第７号中「並び

に」を「その他の」に改める。 

第１８条第１項中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に

改める。 

第２０条第３項中「係る利用定員」の次に「（子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号）第２７条第１項又は第２９条第１項の確認において定め

る利用定員をいう。）」を加える。 

第２２条の次に次の１条を加える。 

（設備及び職員の基準の特例） 

第２２条の２ 子ども・子育て支援法第３０条第１項第４号に規定する特例保 

育を行う事業者が、当該特例保育を行う事業所において一般型乳児等通園支

援事業を行う場合には、前２条の規定は適用しない。 

第２６条後段を削る。 

第２７条中「職員」を「乳児等通園支援事業所の職員」に改める。 



 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



  

 

 

 

津市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１４号 

   津市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

津市国民健康保険条例（平成１８年津市条例第１３４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第８条第１項を次のように改める。 

 保険料の賦課額は、次に掲げる額の合算額とする。 

⑴ 世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した基礎賦課額（国民健康保

険法施行令（昭和３３年政令第３６２号。以下「法施行令」という。）第

２９条の７第１項第１号に規定する基礎賦課額をいう。以下同じ。）                                                               

⑵ 世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した後期高齢者支援金等賦課

額（法施行令第２９条の７第１項第２号に規定する後期高齢者支援金等賦

課額をいう。以下同じ。） 

⑶ 世帯主の世帯に属する介護納付金賦課被保険者（法施行令第２９条の７

第１項第３号に規定する介護納付金賦課被保険者をいう。以下同じ。）に

つき算定した介護納付金賦課額（同号に規定する介護納付金賦課額をいう。

以下同じ。） 

⑷ 世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した子ども・子育て支援納付

金賦課額（法施行令第２９条の７第１項第４号に規定する子ども・子育て

支援納付金賦課額をいう。以下同じ。） 

第８条第２項中「及び介護納付金賦課額」を「、介護納付金賦課額及び子ど

も・子育て支援納付金賦課額」に改める。 

第９条第１号イ中「並びに介護保険法」を「、介護保険法」に改め、「介護

納付金」という。）」の次に「並びに子ども・子育て支援法（平成２４年法律 

第６５号）の規定による納付金（以下「子ども・子育て支援納付金」という。）」 

を加え、同号カ及び同条第２号イ中「並びに介護納付金」を「、介護納付金並



  

びに子ども・子育て支援納付金」に改める。 

第１６条中「６６万円」を「６７万円」に改める。 

第１６条の２第１号中「同じ。）」の次に「の額」を加える。 

第１６条の５第１項第３号ア中「イ又はウに掲げる世帯」を「特定世帯又は

特定継続世帯」に改める。 

第１７条第１号中「同じ。）」の次に「の額」を加える。 

第２２条を次のように改める。 

（子ども・子育て支援納付金賦課総額） 

第２２条 保険料の賦課額のうち子ども・子育て支援納付金賦課額（第２５条

及び第２５条の３から第２５条の５までの規定により子ども・子育て支援納

付金賦課額を減額するものとした場合には、その減額することとなる額を含

む。）の総額（以下「子ども・子育て支援納付金賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基

準として算定した額とする。 

⑴ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（三

重県の国民健康保険に関する特別会計において負担する子ども・子育て

支援納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において同じ。 

の額 

イ 第２５条の５の規定により子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険

者均等割額を減額するものとした場合に減額することとなる額の総額 

⑵ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第７５条の規定により交

付を受ける補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係

るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法第７２条の３第１項、第

７２条の３の２第１項及び第７２条の３の３第１項の規定による繰入金

を除く。）の額 

 第２２条の次に次の４条を加える。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額） 

第２２条の２ 保険料の賦課額のうち子ども・子育て支援納付金賦課額は、そ

）



  

の世帯に属する被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合

算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額に、当該

世帯に属する１８歳以上被保険者（法施行令第２９条の７第５項第３号に規

定する１８歳以上被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した１８歳以上

被保険者均等割額の総額を加算した額とする。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の所得割額の算定） 

第２２条の３ 前条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年

の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に、次条第１項第１号の所得割の保

険料率を乗じて算定する。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率） 

第２２条の４ 子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率は、次のとおりと

する。 

⑴ 所得割 子ども・子育て支援納付金賦課総額から、第２２条第１号イに

掲げる額の見込額から同号イに係る同条第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を控除した額（以下「子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率

の算定に係る額」という。）の１００分の５０に相当する額を被保険者に

係る基礎控除後の総所得金額等（法施行令第２９条の７第５項第４号ただ

し書に規定する場合には、法施行規則第３２条の１０の２に規定する方法

により補正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

⑵ 被保険者均等割 子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率の算定に

係る額の１００分の３５に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の

２箇年度の各年度における被保険者の数等を勘案して算定した数で除して

得た額 

⑶ １８歳以上被保険者均等割 第２２条第１号イに掲げる額の見込額から

同号イに係る同条第２号に掲げる額の見込額を控除した額を、当該年度の

前年度及びその直前の２箇年度の各年度における１８歳以上被保険者の数

等を勘案して算定した数で除して得た額 

⑷ 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアか

らウまでに定めるところにより算定した額 

ア 特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯 子ども・子育て支援納付金賦

課額の保険料率の算定に係る額の１００分の１５に相当する額を当該年

度の前年度及びその直前の２箇年度の各年度における被保険者が属する

世帯の数等を勘案して算定した数から特定世帯の数に２分の１を乗じて



  

得た数と特定継続世帯の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除し

た数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得

た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じ

て得た額 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満

の端数又は１円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しな

ければならない。 

（子ども・子育て支援納付金賦課限度額） 

第２２条の５ 第２２条の２の子ども・子育て支援納付金賦課額は、３万円を

超えることができない。 

第２４条第１項中「後期高齢者支援金等賦課額」の次に「若しくは第２２条

の２の子ども・子育て支援納付金賦課額」を加え、「、第２５条の３第１項

（同条第３項」を「若しくは同条第５項各号に定める額、第２５条の３第１項

（同条第３項又は第４項」に、「第１２条の基礎賦課額の被保険者均等割の保

険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、第２５条の３第４項第１号（同

条第６項」を「額、同条第５項（同条第７項又は第８項」に、「第２５条の４

第１項各号（同条第３項又は第４項」を「第２５条の４第１項各号（同条第３

項から第５項まで」に、「若しくは同条第５項各号（同条第７項又は第８項」

を「、同条第６項各号（同条第８項から第１０項まで」に、「の算定」を「若

しくは第２５条の５第１項に定める額の算定」に改め、同条第２項中「介護納

付金賦課額」の次に「若しくは第２２条の２の子ども・子育て支援納付金賦課

額」を、「次条第１項各号に定める額」の次に「、同条第５項各号に定める額」

を加え、「第１２条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ１０

分の５を乗じて得た額、第２５条の３第４項第１号」を「額、同条第５項」に

改め、「第２５条の４第１項各号に定める額」の次に「、同条第６項各号に定

める額」を加え、「同条第５項各号」を「第２５条の５第１項」に改める。 

第２５条第１項中「６６万円」を「６７万円」に改め、同項第１号中「第３

号」の次に「並びに第５項」を加え、「（以下この項」を「（以下この項及び

第５項」に改め、同条第３項及び第４項中「６６万円」を「６７万円」に改め、

同条に次の２項を加える。 



  

５ 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち子ど

も・子育て支援納付金賦課額は、第２２条の２の子ども・子育て支援納付金

賦課額から、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して

得た額が３万円を超える場合には、３万円）とする。 

⑴ 第１項第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２

項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年

度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割額の算定の対象

とされるものの数を乗じて得た額、イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被

保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額及びウに掲

げる額を合算した額 

ア 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保

険料率に１０分の７を乗じて得た額 

イ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被保険者

均等割の保険料率に１０分の７を乗じて得た額 

ウ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の世帯別平等割の保険

料率に１０分の７を乗じて得た額 

⑵ 第１項第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２

項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に、地方税法施行令第５６

条の８９第２項第２号ロの規定において当該世帯に属する国民健康保険の

被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に乗じることとされる金

額に当該年度の保険料の賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生

した場合には、その発生した日とする。）現在における当該合計数を乗じ

て得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であっ

て前号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者

のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割額



  

の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額、イに掲げる額に当該世帯

に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の

１８歳以上被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額及びウに掲げる額を合算した額 

ア 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保

険料率に１０分の５を乗じて得た額 

イ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被保険者

均等割の保険料率に１０分の５を乗じて得た額 

ウ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の世帯別平等割の保険

料率に１０分の５を乗じて得た額 

⑶ 第１項第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２

項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に、地方税法施行令第５６

条の８９第２項第２号ハの規定において当該世帯に属する国民健康保険の

被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に乗じることとされる金

額に当該年度の保険料の賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生

した場合には、その発生した日とする。）現在における当該合計数を乗じ

て得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であっ

て前２号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額、イに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額

の１８歳以上被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得

た額及びウに掲げる額を合算した額 

ア 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保

険料率に１０分の２を乗じて得た額 

イ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の１８歳以上被保険者

均等割の保険料率に１０分の２を乗じて得た額 

ウ 当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の世帯別平等割の保険

料率に１０分の２を乗じて得た額 

６ 第２２条の４第２項及び第３項の規定は、前項各号アからウまでに規定す



  

る額の決定について準用する。この場合において、同条第２項及び第３項中

「保険料率」とあるのは、「額」と読み替えるものとする。 

第２５条の２中「及び前条第１項第１号」を「、第１６条の４、第１９条及

び第２２条の３並びに前条第１項（同条第３項又は第４項の規定により読み替

えて準用する場合を含む。）及び同条第５項」に改める。                           

第２５条の３第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条第６項後段を次

のように改め、同項を同条第７項とする。 

この場合において、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援

金等賦課額」と、「第１２条の」とあるのは「第１６条の５の」と、「第２

５条第１項各号」とあるのは「第２５条第３項の規定により読み替えられた

同条第１項各号」と、「第１２条第２項」とあるのは「第１６条の５第２項」

と、前項中「第１２条第３項」とあるのは「第１６条の５第３項」と読み替

えるものとする。 

 第２５条の３中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項の次に次

の１項を加える。 

４ 第１項及び第２項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額につ

いて準用する。この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「子

ども・子育て支援納付金賦課額」と、「第１２条」とあるのは「第２２条の

４」と、第２項中「第１２条第３項」とあるのは「第２２条の４第３項」と

読み替えるものとする。 

 第２５条の３に次の１項を加える。 

８ 第５項及び第６項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額につ

いて準用する。この場合において、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「子

ども・子育て支援納付金賦課額」と、「第１２条の」とあるのは「第２２条

の４の」と、「第２５条第１項各号」とあるのは「第２５条第５項各号」と、

「第１２条第２項」とあるのは「第２２条の４第２項」と、第６項中「第１

２条第３項」とあるのは「第２２条の４第３項」と読み替えるものとする。 

第２５条の４第１項中「第２９条の７第５項第８号」を「第２９条の７第６

項第８号」に、「、第５項」を「、第６項」に、「６６万円」を「６７万円」

に改め、同項第１号中「第３２条の１０の２」を「第３２条の１０の３」に改

め、同条第３項及び第４項中「６６万円」を「６７万円」に改め、同条第８項

中「第５項及び第６項」を「第６項及び第７項」に、「第５項中」を「第６項

中」に、「６６万円」を「６７万円」に、「、第６項」を「、「第２５条第１



  

項各号」とあるのは「第２５条第４項の規定により読み替えられた同条第１項

各号」と、第７項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第７項中「第５項」

を「第６項」に、「６６万円」を「６７万円」に、「前項」を「「第２５条第

１項各号」とあるのは「第２５条第３項の規定により読み替えられた同条第１

項各号」と、前項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項を同条第７項

とし、同条第５項中「６６万円」を「６７万円」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第４項の次に次の１項を加える。 

５ 第１項及び第２項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額につ

いて準用する。この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「子

ども・子育て支援納付金賦課額」と、「第１０条」とあるのは「第２２条の

２」と、「６７万円」とあるのは「３万円」と、「被保険者均等割」とある

のは「被保険者均等割及び１８歳以上被保険者均等割」と、第２項中「第１

２条第２項」とあるのは「第２２条の４第２項」と読み替えるものとする。 

第２５条の４に次の１項を加える。 

１０ 第６項及び第７項の規定は、子ども・子育て支援納付金賦課額の減額に

ついて準用する。この場合において、第６項中「基礎賦課額」とあるのは

「子ども・子育て支援納付金賦課額」と、「第１０条」とあるのは「第２２

条の２」と、「６７万円」とあるのは「３万円」と、「被保険者均等割」と

あるのは「被保険者均等割及び１８歳以上被保険者均等割」と、「第２５条

第１項各号」とあるのは「第２５条第５項各号」と、第７項中「第１２条第

２項」とあるのは「第２２条の４第２項」と読み替えるものとする。 

 第２５条の４の次に次の１条を加える。 

（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日以前である被保険者の被保険者

均等割額の減額） 

第２５条の５ 当該年度において、その世帯に１８歳に達する日以後の最初の

３月３１日以前である被保険者（以下「１８歳未満被保険者」という。）が

ある場合における当該１８歳未満被保険者に係る当該年度分の子ども・子育

て支援納付金賦課額の被保険者均等割額は、第２２条の４第１項第２号の子

ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に相当する額

（第２５条第５項、第２５条の３第４項の規定により読み替えられた同条第

１項若しくは同条第８項の規定により読み替えられた同条第５項又は前条第

５項の規定により読み替えられた同条第１項若しくは同条第１０項の規定に

より読み替えられた同条第６項に規定する基準に従い当該１８歳未満被保険



  

者に係る当該年度分の子ども・子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割の

保険料率に相当する額を減額するものとした場合にあっては、当該減額後の

額。以下同じ。）から、当該保険料率に相当する額を控除して得た額とする。 

２ 第２２条の４第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。

この場合において、同条第３項中「保険料率」とあるのは、「額」と読み替

えるものとする。 

附 則 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市国民健康保険条例の規定は、令和８年度以後の年度分の保険

料について適用し、令和７年度以前の年度分の保険料については、なお従前

の例による。 



 

 

 

 

津市安濃工業会館の設置及び管理に関する条例を廃止する条例をここに公布

する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１５号 

   津市安濃工業会館の設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

 津市安濃工業会館の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第１５

６号）は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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津市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１６号 

   津市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例                 

 津市建築物における駐車施設の附置及び管理に関する条例（平成１８年津市

条例第２０８号）の一部を次のように改正する。                  

 別表アの項中「特定用途に供する部分の床面積と」を「特定用途（共同住宅

を除く。）に供する部分の床面積と共同住宅及び」に改め、同表イの項中 

 

 

 

 

 

改め、同表備考１中「特定用途に供する」を削り、同表備考２を削り、同表備

考３を同表備考２とする。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

特定用途に供する部分 非特定用途に供する部分 

特定用途（共同住宅を除く。）

に供する部分 

共同住宅及び非特定用途に供す

る部分 



 

 

 

 

津市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１７号 

   津市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

津市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第２１５号）

の一部を次のように改正する。 

 別表奥津団地の項を削る。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

 

 

 

 

 

津市共同汚水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１８号 

津市共同汚水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

例 

 津市共同汚水処理施設の設置及び管理に関する条例（平成２８年津市条例第

４２号）の一部を次のように改正する。 

 別表に次のように加える。 

片田団地共同汚水処理施

設 

津市片田新町１７

番地 

片田新町の一部（片田団地）

泉ヶ丘団地共同汚水処理

施設 

津市野田２１番地

７９２ 

野田の一部（泉ヶ丘団地） 

附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

津市運動施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第１９号 

津市運動施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

津市運動施設の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第２５０号） 

の一部を次のように改正する。 

第１５条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第１７号までを

１号ずつ繰り上げる。 

別表第１プールの部津市久居中央スポーツ公園内プールの項並びにテニスコ

ートの部津市海浜公園内テニスコートの項及び津市美里テニスコートの項を削

る。  

別表第１２を次のように改める。 

別表第１２ 削除 

別表第１８を次のように改める。 

別表第１８ 削除 

別表第３６中「、津市海浜公園内テニスコートの施設及び設備器具」を削り、 

古河公園内

テニスコー

ト 

専用使用 １面につき１

時間（１時間

未満は、１時

間とする。）

当たり 

260

海浜公

園内テ

ニスコ

ート 

施設 テニス

コート 

専用使用 １面につき１

時間（１時間

未満は、１時

間とする。）

310

「 



 

当たり 

会議室 午前９時か

ら正午まで 

940１時間 

（１時 

間未満 

は、１ 

時間と 

する。）

増すご

とに 

260 

午後１時か

ら午後５時

まで 

1,040

午前９時か

ら午後５時

まで 

1,990

設備

器具 

音響装置 午前９時か

ら正午まで 

１式 520 

午後１時か

ら午後５時

まで 

１式 620 

午前９時か

ら午後５時

まで 

１式 1,150 

コインロッカー １個１回につ

き 

10 

を 

古河公園内

テニスコー

ト 

専用使用 １面につき１

時間（１時間

未満は、１時

間とする。）

当たり 

260

に改める。 

   附 則 

 この条例中第１５条の改正規定、別表第１の改正規定（テニスコートの部津

市美里テニスコートの項を削る部分を除く。）、別表第１２の改正規定及び別

表第３６の改正規定は令和８年４月１日から、その他の改正規定は同年１０月

１日から施行する。 

 

」 

」 

「 



 

 

 

 

津市火災予防条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第２０号 

津市火災予防条例の一部を改正する条例 

 津市火災予防条例（平成１８年津市条例第２６０号）の一部を次のように改

正する。 

 第７条の２の見出しを「（一般サウナ設備）」に改め、同条第１項中「サウ

ナ室に設ける放熱設備（以下「サウナ設備」という。）」を「一般サウナ設備

（簡易サウナ設備以外のサウナ設備（サウナ室に設ける放熱設備をいう。）を

いう。以下同じ。）」に改め、同項第２号及び同条第２項中「サウナ設備」を

「一般サウナ設備」に改め、同条を第７条の３とする。 

第７条の次に次の１条を加える。 

 （簡易サウナ設備） 

第７条の２ 簡易サウナ設備（屋外その他の直接外気に接する場所に設けるテ 

ント型サウナ室（サウナ室のうちテントを活用したものをいう。）又はバレ 

ル型サウナ室（サウナ室のうち円筒形であり、かつ、木製のものをいう。） 

に設ける放熱設備であって、定格出力６キロワット以下のものであり、かつ、 

薪又は電気を熱源とするものをいう。以下同じ。）の位置及び構造は、次に 

掲げる基準によらなければならない。 

⑴ 火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合を除き、建築物等及び 

可燃性の物品から火災予防上安全な距離として対象火気設備等及び対象火 

気器具等の離隔距離に関する基準により得られる距離以上の距離を保つこ 

と。 

⑵ 簡易サウナ設備の温度が異常に上昇した場合に直ちにその熱源を遮断す 

ることができる手動及び自動の装置を設けること。ただし、薪を熱源とす 

る簡易サウナ設備にあっては、その周囲において火災が発生した際に速や 

かに使用できる位置に消火器を設置した場合は、この限りでない。 



 

２ 前項に規定するもののほか、簡易サウナ設備の位置、構造及び管理の基準 

については、第３条（第１項第１号、第１０号から第１４号まで及び第１７ 

号から第１８号の３まで並びに第２項第６号並びに第３項及び第４項を除く。）

及び第５条第１項の規定を準用する。 

 第２９条の７第１項第１号中「住宅用防災機器」の次に「、感震ブレーカー」

を加える。 

 第４４条第６号の次に次の１号を加える。 

⑹の２ 簡易サウナ設備（個人が設けるものを除く。） 

 第４４条第７号中「サウナ設備」を「一般サウナ設備」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和８年３月３１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこの条例

による改正後の津市火災予防条例第７条の２に規定する簡易サウナ設備につ

いて、同条の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しない。 



 

 

 

 

津市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市条例第２１号 

  津市市税条例等の一部を改正する条例                 

第１条 津市市税条例（平成１８年津市条例第７１号）の一部を次のように改

正する。 

 第１８条の３中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

  第１９条中「、第８１条の６第１項」を削り、同条第２号及び第３号中

「第８１条の６第１項の申告書、」を削る。 

  第３３条第３項中「以下この項及び次項並びに」を「次項及び」に改め、

「という。）」の次に「（同号ロに掲げるものを除く。以下この項において

同じ。）」を加える。 

  第５１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の

部分に次のただし書を加える。 

  ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らか

であり、かつ、市民税を減免する必要があると認める場合は、この限りで

ない。 

  第５１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改める。 

  第７１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の

部分に次のただし書を加える。 

  ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該

当することが明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 

  第７１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改める。 

 第８０条第１項を次のように改める。 



 

  軽自動車税は、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の

小型自動車（以下「軽自動車等」という。）に対し、その所有者に課する。 

  第８０条第２項を削り、同条第３項中「種別割」を「軽自動車税」に、「、

第１項」を「、前項」に、「その使用者に」を「当該軽自動車等の使用者に

軽自動車税を」に改め、同項ただし書中「これを課さない」を「この限りで

ない」に改め、同項を同条第２項とする。 

  第８１条第１項中「、軽自動車税の賦課徴収については」及び「前条第１

項に規定する三輪以上の軽自動車の取得者（以下この節において「三輪以上

の軽自動車の取得者」という。）又は」を削り、同条第２項中「三輪以上の

軽自動車の取得者又は」を削り、同条第３項及び第４項を削る。 

 第８１条の３から第８１条の８までを削る。 

  第８１条の９（見出しを含む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改め、

同条を第８１条の３とする。 

  第８２条（見出しを含む。）、第８３条（見出しを含む。）及び第８５条

（見出しを含む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

  第８７条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第１項中

「種別割」を「軽自動車税」に、「施行規則第３３号の４の２様式」を「施

行規則第３３号の４様式」に改め、同条第２項及び第３項中「施行規則第３

３号の４の２様式」を「施行規則第３３号の４様式」に改める。 

  第８８条の見出し、第８９条（見出しを含む。）及び第９０条（見出しを

含む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

  第９１条第３項中「第８０条第３項ただし書」を「第８０条第２項ただし

書」に、「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第８項中「種別割」を

「軽自動車税」に改める。 

 附則第７条の３の前の見出し及び同条を削る。 

  附則第７条の３の２に見出しとして「（個人の市民税の住宅借入金等特別

税額控除）」を付し、同条第１項中「居住年が平成１１年から平成１８年ま

で又は」を「同法第４１条第１項に規定する居住年が」に、「において、前

条第１項の規定の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第５項」を

「には、法附則第５条の４第５項」に改め、同条第２項中「附則第７条の３

の２第１項」を「附則第７条の３第１項」に改め、同条を附則第７条の３と

する。 

 附則第８条第２項中「、附則第７条の３の２第１項」を削る。 



 

  附則第１０条の３第７項中「附則第１２条第１９項」を「附則第１２条第

２０項」に改め、同条第８項第４号中「附則第１２条第２３項」を「附則第

１２条第２４項」に改め、同項第６号中「附則第１２条第２４項」を「附則

第１２条第２５項」に改め、同条第９項第５号及び第１１項第５号中「附則

第１２条第３１項」を「附則第１２条第３２項」に改め、同条第１４項中

「附則第１２条第１９項」を「附則第１２条第２０項」に改め、同条第１５

項中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築物」に、「高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通

省令第１１０号）第１０条第２項に規定する通知書の写し及び主として劇場、

音楽堂等の活性化に関する法律（平成２４年法律第４９号）第２条第２項に

規定する実演芸術の公演の用に供する施設である」を「施行規則附則第７条

の２第１項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）第１

４条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準（同条第３項の条例で付加し

た事項を含む。）又は同法第１７条第３項第１号に規定する同法第２条第２

０号に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関する基準に適合する」に

改め、同項第３号中「第５条第３号に規定する劇場若しくは演芸場又は同条

第４号に規定する集会場若しくは公会堂」を「第５条各号に掲げる特別特定

建築物（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１４条第

３項の条例で定める同法第２条第１８号に規定する特定建築物を含む。）」

に改める。 

 附則第１５条の２から第１５条の６までを削る。 

  附則第１６条の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「法第４４４

条第３項に規定する」を「道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による」

に、「から第４項まで」を「及び第３項」に改め、「の種別割」を削り、同

条第２項中「令和４年４月１日から令和８年３月３１日まで」を「令和７年

４月１日から令和１０年３月３１日まで」に改め、「の種別割」を削り、同

条第３項中「法第４４６条第１項第３号」を「同項」に改め、「及び次項」

を削り、「令和４年４月１日」を「令和７年４月１日」に、「当該初回車両

番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割」を「令

和８年度分の軽自動車税」に改め、同条第４項を削る。 

  附則第１６条の２の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「の種別

割」を削り、「から第４項まで」を「又は第３項」に改め、同条第２項及び



 

第３項中「の種別割」を削る。 

  附則第１６条の３第３項第２号、附則第１６条の４第３項第２号、附則第

１７条第３項第２号、附則第１８条第５項第２号、附則第１９条第２項第２

号及び附則第２０条第２項第２号中「、附則第７条の３第１項及び附則第７

条の３の２第１項」を「及び附則第７条の３第１項」に改める。 

  附則第２０条の２第２項第２号及び第５項第２号並びに附則第２０条の３

第２項第２号及び第５項第２号中「、第７条の３第１項及び第７条の３の２

第１項」を「及び第７条の３第１項」に改める。 

  附則第２６条中「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０

項、第２４項、第２７項、第３１項から第３３項まで、第３６項、第３７項、

第４１項若しくは第４４項」を「第８項、第１２項から第１６項まで、第１

８項、第１９項、第２３項、第２６項、第３０項から第３２項まで、第３５

項、第３６項、第４０項若しくは第４３項」に改める。 

第２条 津市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年津市条例第１８号）

の一部を次のように改正する。 

  附則第６条中「の種別割」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（固定資産税等に関する経過措置） 

第２条 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に地方税法等の

一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条の１１第１項に規定する

利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公演施設に対

して課する固定資産税及び都市計画税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 この条例による改正後の津市市税条例の規定中軽自動車税に関する部

分は、令和８年度以後の年度分の軽自動車税について適用する。 

２ この条例の施行の日前の三輪以上の軽自動車の取得に対して課する軽自動

車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

３ 令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種別割については、なお従前の例

による。 

 



 津市子ども・子育て支援法事務取扱規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第７号 

   津市子ども・子育て支援法事務取扱規則の一部を改正する規則 

津市子ども・子育て支援法事務取扱規則（平成２７年津市規則第６号）の一

部を次のように改正する。 

第１条中「特定地域型保育事業者」の次に「、特定乳児等通園支援事業者」

を加える。 

第２条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 特定乳児等通園支援事業者 法第５４条の３に規定する特定乳児等通園

支援事業者をいう。 

第２１条中「第４４条第１項」を「第４４条」に改める。 

第３６条を第４０条とする。 

第３５条中「第２５号様式」を「第２９号様式」に改め、同条を第３９条と

する。 

第３４条中「第２４号様式」を「第２８号様式」に改め、同条を第３８条と

する。 

 第３３条の次に次の４条を加える。 

 （特定乳児等通園支援事業者の確認の申請） 

第３４条 法第５４条の２第２項の申請は、特定乳児等通園支援事業者確認申

請書（第２４号様式）により行うものとする。 

 （特定乳児等通園支援事業者の確認の変更の申請） 

第３５条 法第５４条の３において準用する法第４４条の申請は、特定乳児等

通園支援事業者確認変更（利用定員の増加）申請書（第２５号様式）により

行うものとする。 

 （特定乳児等通園支援事業者の名称等の変更の届出） 

第３６条 法第５４条の３において準用する法第４７条第１項の規定による届

出は、特定乳児等通園支援事業者確認変更（利用定員の変更以外）届出書

（第２６号様式）により行うものとする。 



 （特定乳児等通園支援事業の利用定員の減少の届出） 

第３７条 法第５４条の３において準用する法第４７条第２項の規定による届

出は、特定乳児等通園支援事業者確認変更（利用定員の減少）届出書（第２

７号様式）により行うものとする。 

第２５号様式中「第３５条」を「第３９条」に改め、同様式を第２９号様式

とする。 

第２４号様式中「第３４条」を「第３８条」に改め、同様式を第２８号様式

とする。 

 第２３号様式の次に次の４様式を加える。  



第２４号様式（第３４条関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認申請書 

 

年  月  日   

  （宛先）津市長 

所 在 地                

   申請者 名 称            ㊞   

代表者氏名                

（法人以外にあっては、住所及び氏名） 

 

 子ども・子育て支援法第５４条の２第２項の規定による確認を受けたいの

で、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

事 業 所 の 

名 称 
  

事 業 所 の 

所 在 地 
  

区 分 
 一般型乳児等通園支援事業 

 余裕活用型乳児等通園支援事業 

設置者・事業

者の主たる事

業所の所在地 

〒   -     

 

電話番号     
 Ｅ - m a i l 

アドレス 

 

代 表 者 

職 名  フ リ ガ ナ  

住 所  

氏 名  

生 年 月 日 年 月 日 

事 業 開 始 

（ 予 定 ） 

年 月 日 

年   月   日 

 



第２５号様式（第３５条関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更（利用定員の増加）申請書 

 

年  月  日   

  （宛先）津市長 

  

所 在 地                

   申請者 名 称            ㊞   

代表者氏名                

（法人以外にあっては、住所及び氏名） 

 

 子ども・子育て支援法第５４条の２第１項の確認において定めた利用定員を増

加したいので、同法第５４条の３において準用する同法第４４条の規定により、

次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 １ 事業所の名称等 

事 業 所 の 名 称   

事業所の所在地 

〒   -     

 

電 話  

Ｅ-mail アドレス  

 

 ２ 利用定員を増加しようとする理由等 

変更前の利用定員 （人） 変更後（増加）の利用定員 （人） 

 （参考）  （参考） 

０～２歳 ０歳 １歳 ２歳 ０～２歳 ０歳 １歳 ２歳 

        

利用定員を 増 加 

しようとする理由 
 

 

  



第２６号様式（第３６条関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更（利用定員の変更以外）届出書 

 

年  月  日   

  （宛先）津市長 

所 在 地                

   申請者 名 称            ㊞   

代表者氏名                

（法人以外にあっては、住所及び氏名） 

 

  子ども・子育て支援法第５４条の２第１項の規定による確認を受けた事項に変

更が生じましたので、同法第５４条の３において準用する同法第４７条第１項の

規定により、次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

 １ 事業所の名称等 

事 業 所 の 名 称   

事業所の所在地 

〒   -     

 

電  話  

Ｅ-mailアドレス  

 

 ２ 変更事項 

  該当するものに〇を付けてください。 

 事業所の名称又は所在地 

 
設置者・事業者の名称、主たる事務所の所在地並びに代表者の

氏名、生年月日、住所及び職名 

 設置者・事業者の定款、寄附行為、登記事項証明書等 

 
建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示したもの）並びに

設備の概要 

 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

 運営規程 



 
乳児等支援給付費及び特例乳児等支援給付費の請求に関する事

項 

 役員の氏名、生年月日及び住所 

 

 ３ 変更内容 

変 更 前  

変 更 後  

変 更 の

理 由 
 

 

 ４ 変更年月日 

      年  月  日 

  



第２７号様式（第３７条関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更（利用定員の減少）届出書 

 

年  月  日   

  （宛先）津市長 

所 在 地                

   届出者 名 称            ㊞   

代表者氏名                

（法人以外にあっては、住所及び氏名） 

 

 子ども・子育て支援法第５４条の２第１項の確認において定めた利用定員を減

少したいので、同法第５４条の３において準用する同法第４７条第２項の規定に

より、次のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

 

  １ 事業所の名称等 

事 業 所 の 名 称   

事業所の所在地 

〒   -     

 

電  話  

Ｅ-mail アドレス  

 

 ２ 利用定員を減少しようとする理由等 

変更前の利用定員 （人） 変更後（減少）の利用定員 （人） 

 （参考）  （参考） 

０～２歳 １歳 ２歳 合計 ０～２歳 １歳 ２歳 合計 

        

現に利用している小

学校就学前子どもに

対 す る 措 置 

 

利用定員を減少しよ

う と す る 年 月 日 
 

利 用 定 員 を 減 少 

しようとする理由 
 



   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



津市リバーパーク真見の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

 令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第８号 

   津市リバーパーク真見の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改

正する規則 

津市リバーパーク真見の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津

市規則第１７１号）の一部を次のように改正する。 

第９条第２項中「実費の合計額」を「リバーパーク全体の浄化槽管理費に滞

在型施設の負担割合（滞在型施設と指定管理者が管理する施設の当該年度の水

道使用量に応じて算定した割合をいう。）を乗じて得た額を２２で除して得た

額（当該金額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の場合において、使用者が年度の中途において使用を開始し、又は終

了した場合は、使用した期間に応じて月割りにより算定した額を納入しなけ

ればならない。この場合において、算定した額に１円未満の端数を生じたと

きは、これを切り捨てるものとする。 

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



津市庁舎管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 令和８年３月２６日 

 

                     津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第９号 

  津市庁舎管理規則の一部を改正する規則 

津市庁舎管理規則（平成１８年津市規則第３７号）の一部を次のように改正 

する。 

 第６条中「会議室使用申込書（第１号様式）を庁舎の管理を所掌する担当副 

主幹に提出し」を「庁舎の管理を所掌する担当副主幹に会議室の使用を申請し」

に改める。 

 第９条第１項中「第２号様式」を「別記様式」に改める。 

 第１号様式を削り、第２号様式を別記様式とする。 

附 則 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に改正前の津市庁舎管理規則の規定によりなされた使用

に係る手続は、改正後の津市庁舎管理規則の相当規定によりなされた使用に

係る手続きとみなす。 



 

津市安濃工業会館の設置及び管理に関する条例施行規則を廃止する規則をこ

こに公布する。 

令和８年３月２７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１０号 

   津市安濃工業会館の設置及び管理に関する条例施行規則を廃止する規則 

 津市安濃工業会館の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規

則第１３７号）は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、令和９年４月１日から施行する。 



 

津市安濃交流会館の設置及び管理に関する条例施行規則を廃止する規則をこ

こに公布する。 

令和８年３月２７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１１号 

   津市安濃交流会館の設置及び管理に関する条例施行規則を廃止する規則 

 津市安濃交流会館の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規

則第６４号）は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、令和８年７月１日から施行する。 



津市消防法等施行取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年３月２７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１２号 

津市消防法等施行取扱規則の一部を改正する規則 

 津市消防法等施行取扱規則（平成１８年津市規則第２２９号）の一部を次の

ように改正する。 

第１１条第１号及び第８号様式中「炉・厨房設備・温風暖房機・ボイラー・

給湯湯沸設備・乾燥設備・サウナ設備・ヒートポンプ冷暖房機・火花を生ずる

設備・放電加工機設置届出書」を「炉・厨房設備・温風暖房機・ボイラー・給

湯湯沸設備・乾燥設備・簡易サウナ設備・一般サウナ設備・ヒートポンプ冷暖

房機・火花を生ずる設備・放電加工機設置届出書」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和８年３月３１日から施行する。 



津市事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１３号 

津市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 津市事務分掌規則（平成１８年津市規則第６号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１健康福祉部の表こども政策課の部こども政策・若者出会い応援担当

の項第４号中「という。）」の次に「並びに乳児等通園支援事業者」を、「こ

と」の次に「（幼稚園に関することを除く。）」を加え、同部給付支援担当の

項中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

 別表第１健康福祉部の表保育こども園課の部保育運営担当の項第２号中「及

び子育てのための施設等利用給付」を「、子育てのための施設等利用給付及び

乳児等のための支援給付」に改める。 

 別表第１農林水産部の表農林水産政策課の部農業振興担当の項第１３号中

「農用地利用集積計画」を「農地中間管理事業」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



 津市保育の利用に係る調整に関する事務取扱規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

  令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１４号 

   津市保育の利用に係る調整に関する事務取扱規則の一部を改正する規則 

津市保育の利用に係る調整に関する事務取扱規則（平成２７年津市規則第８

号）の一部を次のように改正する。                                 

別表の２調整指数表の表第９項中「小規模保育事業の」を「小規模保育事業

又は事業所内保育事業の」に、「小規模保育事業所」を「小規模保育事業所又

は事業所内保育事業所」に改める。 

第１号様式中「小規模保育事業」を「小規模保育事業又は事業所内保育事業」

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 



津市ヒストリーパーク塚原の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１５号 

   津市ヒストリーパーク塚原の設置及び管理に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

津市ヒストリーパーク塚原の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８

年津市規則第１５０号）の一部を次のように改正する。 

第４条の表中 

「 

を 

 
                                 」 

「 

に、 

」 

「 

                                 を 

                                 」 

「                                 

」 

改める。 

第１号様式中「あて先」を「宛先」に改め、同様式に次のように加える。 

※ 申請者の代表者氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。 

第２号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「 

                                  を 

                                 」 

オートキャンプサイト 使用開始日の午後 1 時から使用終了日の正

午まで 

炊事棟 終日 

 

オートキャンプサイト 使用開始日の午後 1 時から使用終了日の正

午まで 

 

釣堀 

魚のつかみ取り池 

炭焼き小屋 

午前９時から午後５時まで 

 

炭焼き窯及び附属倉庫 午前９時から午後５時まで 

 

に 

オートキャンプサイト（ＡＣ電源付き・電源なし）（  区画） 

バーベキューコーナー（  テーブル）   釣堀 

魚のつかみ取り池   炭焼き窯等 

 



「 

に 

」 

改める。 

第３号様式中 

「 

                                  を 

                                 」 

「 

に 

                                 」 

改める。 

第４号様式から第６号様式までの規定中「あて先」を「宛先」に、 

「 

                                  を 

                                 」 

「 

                                   に 

                                   」 

改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定

は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に改正前の津市ヒストリーパーク塚原の設置及び管理に

関する条例施行規則の規定によりなされた使用に係る手続は、改正後の津市

ヒストリーパーク塚原の設置及び管理に関する条例施行規則（以下「改正後

オートキャンプサイト（ＡＣ電源付き・電源なし）（  区画） 

バーベキューコーナー（  テーブル）   釣堀 

魚のつかみ取り池   炭焼き窯等 

 

オートキャンプサイト（ＡＣ電源付き・電源なし）（  区画） 

バーベキューコーナー（  テーブル）   釣堀 

魚のつかみ取り池   炭焼き窯等 

 

オートキャンプサイト（ＡＣ電源付き・電源なし）（  区画） 

バーベキューコーナー（  テーブル）   炭焼き窯及び附属倉庫 

 

オートキャンプサイト（ＡＣ電源付き・電源なし）（  区画） 

バーベキューコーナー（  テーブル）   炭焼き窯及び附属倉庫 

 

オートキャンプサイト（ＡＣ電源付き・電源なし）（  区画） 

バーベキューコーナー（  テーブル）   炭焼き窯及び附属倉庫 

 



の規則」という。）の相当規定によりなされた使用に係る手続とみなす。 

３ この規則の施行の日以後の使用に係る手続については、同日前においても

改正後の規則の例により行うものとする。 



津市職員の通勤手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１６号 

津市職員の通勤手当の支給に関する規則の一部を改正する規則 

 津市職員の通勤手当の支給に関する規則（平成１８年津市規則第３１号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条第２号中「若しくは通勤方法を変更し」を「、通勤方法若しくは条例

第２４条第３項に規定する駐車場等（以下「駐車場等」という。）を変更し、

若しくは駐車場等の利用を開始し、若しくは終了し」に改め、「額」の次に

「若しくは駐車場等の料金」を加える。 

 第４条第１項中「提示」の次に「又は第１２条の２に定める駐車場等たる要

件を具備していること及び駐車場等の料金を証明する書類の提出」を加える。 

 第８条の次に次の１条を加える。 

 （自動車等使用者の支給額） 

第８条の２ 条例第２４条第２項第２号の規則で定める額は、次の各号に掲げ

る自動車等の使用距離の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 片道５キロメートル未満 ２，０００円 

⑵ 片道５キロメートル以上１０キロメートル未満 ４，２００円 

⑶ 片道１０キロメートル以上１５キロメートル未満 ７，３００円 

⑷ 片道１５キロメートル以上２０キロメートル未満 １０，４００円 

⑸ 片道２０キロメートル以上２５キロメートル未満 １３，５００円 

⑹ 片道２５キロメートル以上３０キロメートル未満 １６，６００円 

⑺ 片道３０キロメートル以上３５キロメートル未満 １９，７００円 

⑻ 片道３５キロメートル以上４０キロメートル未満 ２２，８００円 

⑼ 片道４０キロメートル以上４５キロメートル未満 ２５，９００円 

⑽ 片道４５キロメートル以上５０キロメートル未満 ２９，１００円 

⑾ 片道５０キロメートル以上５５キロメートル未満 ３２，３００円 

⑿ 片道５５キロメートル以上６０キロメートル未満 ３５，５００円 

⒀ 片道６０キロメートル以上６５キロメートル未満 ３８，７００円 



⒁ 片道６５キロメートル以上７０キロメートル未満 ４２，２００円 

⒂ 片道７０キロメートル以上７５キロメートル未満 ４５，７００円 

⒃ 片道７５キロメートル以上８０キロメートル未満 ４９，２００円 

⒄ 片道８０キロメートル以上８５キロメートル未満 ５２，７００円 

⒅ 片道８５キロメートル以上９０キロメートル未満 ５６，２００円 

⒆ 片道９０キロメートル以上９５キロメートル未満 ５９，６００円 

⒇ 片道９５キロメートル以上１００キロメートル未満 ６３，０００円 

(21) 片道１００キロメートル以上 ６６，４００円 

 第９条中「及び第３項」を削る。 

 第１０条第１号中「１キロメートル」を「２キロメートル」に改め、同条第

２号中「額以上」を「額（駐車場等を利用し、その料金を負担することを常例

とする職員（次号において「駐車場等利用職員」という。）にあっては、その

額に同条第３項第１号に定める額を加算した額）以上」に、「同項第１号」を

「同条第２項第１号」に改め、同条第３号中「額未満」を「額（駐車場等利用

職員にあっては、その額に同条第３項第１号に定める額を加算した額）未満」

に、「同項第２号」を「同条第２項第２号」に改める。 

 第１２条の次に次の３条を加える。 

（駐車場等の要件） 

第１２条の２ 条例第２４条第３項の規則で定める要件は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

⑴ 職員の勤務箇所の周辺又は第４条の規定に基づき決定し、若しくは改定

する通勤手当の月額を算出する基礎となる経路若しくはこれに準ずるもの

として市長が定める経路上にある交通機関の駅、停留所等の周辺にある施

設であること。 

⑵ 職員が自転車を駐車するために使用する施設（自転車以外の自動車等の

駐車のための部分と、自転車の駐車のための部分が同一の施設にある場合

は、当該自転車の駐車のための部分に限る。）でないこと。 

⑶ その利用について職員の配偶者若しくは条例第１９条第２項に規定する

扶養親族に料金を支払うこととなる施設又はこれに準ずるものとして市長

が定める施設でないこと。  

２ 前項に規定する要件を満たさない場合であって、自動車等の駐車のための

施設の状況、職員の事情等により、駐車場等に係る通勤手当を支給しないこ

とが著しく不適当であると市長が認めるときは、同項の規定にかかわらず、



条例第２４条第３項の規則で定める要件は、市長が別に定める要件とする。 

（駐車場等に係る通勤手当が支給されない職員） 

第１２条の３ 条例第２４条第３項の規則で定める職員は、第１０条第２号に

掲げる職員とする。 

（駐車場等に係る通勤手当の額） 

第１２条の４ 条例第２４条第３項第１号の規則で定める額は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額（その額が５，０００円を超え

る場合にあっては、５，０００円）とする。 

⑴ １の駐車場等を利用する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア 月を単位として駐車場等の料金が定められている場合 当該料金の額 

イ 駐車場等の料金を定める期間（月又は年によって定めた期間に限

る。）が２以上の月にわたる場合 当該料金の額をそのわたる月の数で

除して得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた額） 

ウ ア及びイに掲げる場合以外の場合 市長が定める額 

⑵ ２以上の駐車場等を利用する場合 それぞれの駐車場等について前号ア

からウまでに掲げる区分に応じ、前号アからウまでに定める額を合計した

額 

 別記様式（表）中「通勤経路の変更」を「通勤経路、通勤方法又は駐車場等

の変更等」に改め、「□通勤方法の変更」を削り、「□運賃等」の次に「又は

駐車場等の料金」を加え、「○印 」を削り、 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   」 

順

路 

通勤方

法の別 
区    間 

距離 

（概算） 

所要時間 

（概算） 

乗車券等

の種類 

左欄の乗

車券等の

額 

備考 

１  住居から( 経由)まで ・ ・  
円 

 

２    から(   )まで ・ ・  
円 

 

３    から(   )まで ・ ・  
円 

 

４    から(   )まで ・ ・  
円 

 

計   ・ ・  
円 

 

 

km 時間 分 



を 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

に、「条例第２４条第２項第２号」を「規則第８条の２」に、「規則第８条の

額と自動車等の額の合計額」を「駐車場等の額（規則第１２条の４の額）」に

改める。 

 別記様式（裏）中 

「７ 「備考」欄には、定期券を持たない理由、回数券の片道及び月間の 

使用枚数等を記入する。 

８ 経路が往路と異なる場合は、「備考」欄にその旨と理由を記入し、 

順路中の空欄に異なる部分を記入する。             」 

「７ 「駐車場等の所在地」欄には、通勤に利用する駐車場等の所在地を 

記入する。 

８ 「駐車場等の料金」欄には、実際に負担する額（駐車の都度その料 

金を支払う場合は１回の利用額）を記入する。 

９ 「駐車場等の利用形態」欄には、１月払い、複数月払い、１回払い、 

回数券等の別を記入する。 

10 「備考」欄には、定期券を持たない理由、回数券の片道及び月間の 

使用枚数等を記入する。 

11 経路が往路と異なる場合は、「備考」欄にその旨と理由を記入し、 

順路中の空欄に異なる部分を記入する。             」 

改める。 

附 則 

を 

に 

順

路 

通勤

方法

の別 

区    間 
距離

(概算) 

所要時

間(概

算) 

乗車

券等

の種

類 

左欄の

乗車券

等の額 

駐車場

等の所

在地 

駐車場

等の料

金 

駐車場

等の利

用形態 

備考 

１  住居から( 経由)まで ・km 分  円  円   

２    から(   )まで ・km 分  円  円   

３    から(   )まで ・km 分  円  円   

４    から(   )まで ・km 分  円  円   

計   ・km 分  円  円   

 



１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前から駐車場等（津市職 

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和８年津市条例第５号） 

第１条の規定による改正後の津市職員の給与に関する条例（平成１８年津市

条例第４２号）第２４条第３項に規定する「駐車場等」をいう。）を利用し

ている職員であって、引き続き当該駐車場等を利用することにより施行日に

おいて同項の職員たる要件を具備するに至った者は、この規則による改正後

の津市職員の通勤手当の支給に関する規則第３条の規定の例により、その実

情を届け出なければならない。 



津市職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１７号 

津市職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則 

 津市職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（平成１８年津市規則第３２号） 

の一部を次のように改正する。 

 別表条例第９条に規定する手当の部の次に次のように加える。 

条例第９

条の２に

規定する

手当 

消防職員が緊急消防

援助隊（消防組織法

（昭和２２年法律第

２ ２ ６ 号 。 以 下

「法」という。）第

４５条第１項に規定

する緊急消防援助隊

を い う 。 以 下 同

じ。）として、災害

が発生した市町村に

出動し、消防の応援

等に従事したとき。 

日額 １，０８０円 任命権者が著しく

危険と認める区域

で 従 事 し た と き

は、１，０８０円

を加算する。 

条例第９

条の３に

規定する

手当 

 

消防職員が法第３９

条第２項の規定によ

り締結した三重県内

消防相互応援協定に

基づき、災害が発生

した市町に出動し、

消防の応援等に従事

したとき（緊急消防

援助隊が出動する規

日額 １，０８０円 任命権者が著しく

危険と認める区域

で 従 事 し た と き

は、１，０８０円

を加算する。 



 別表条例第１１条に規定する手当の部を次のように改める。 

模の災害が発生した

場合に限る。）。 

条例第１

１条に規

定する手

当 

１ 災害対策本部の

指示により警報の

発令中等の危険な

状況の中で現場作

業 に 従 事 し た と

き。 

日額 １，０８０円 ⑴ 庁外において

業務に従事した

ときに限る。 

⑵ 日没時から日

出時までの間に

従 事 し た と き

は、５４０円を

加算する。 

２ 災害対策本部の

指示により警報の

発令中等の危険な

状況の中で次に掲

げる現場において

行う巡回監視に従

事したとき。 

⑴ 河川等の堤防

等 

⑵ 危険防止のた

め通行が禁止さ

れている区間内

の道路 

日額   ７１０円 日没時から日出時

までの間に従事し

たときは、３５５

円を加算する。 

３ 災害対策本部の

指示により避難所

の運営に従事した

とき。 

日額   ７１０円 日没時から日出時

までの間に従事し

たときは、３５５

円を加算する。 

４ 災害対策本部の

指示により罹災証

明に係る家屋調査

に従事したとき。 

日額   ７１０円  



別表条例第１２条に規定する手当の部中「、斎場」及び「、安芸・津衛生セ

ンター、クリーンセンターくもず、一般廃棄物最終処分場」を削る。 

   附 則 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表条例第１１条に規定する手当の部の規定は、

この規則の施行の日以後の勤務に係る特殊勤務手当について適用し、同日前

の勤務に係る特殊勤務手当については、なお従前の例による。 



津市会計年度任用職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１８号 

津市会計年度任用職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則 

 津市会計年度任用職員の給与の支給に関する規則（令和２年津市規則第３１

号）の一部を次のように改正する。 

第２条の見出し中「地域手当等」を「初任給調整手当等」に改め、同条中

「地域手当」を「初任給調整手当、地域手当」に改める。 

 第５条の２第１０項中「１００分の１５０」を「１００分の１５３．７５」

に改め、同条の次に次の１条を加える。 

 （初任給調整手当に相当する報酬） 

第５条の３ 法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「パートタイム

会計年度任用職員」という。）の初任給調整手当に相当する報酬の支給につ

いては、第２条の規定の例による。ただし、給与条例第１７条の２第１項に

規定する特定額は、第１１条により算出した額とする。 

 第６条中「法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「パートタイム

会計年度任用職員」という。）」を「パートタイム会計年度任用職員」に改め

る。 

   附 則 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 



津市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

  令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第１９号 

   津市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する

規則 

津市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成１８年津市規則

第２７号）の一部を次のように改正する。 

第５条ただし書中「学歴免許、」を削る。 

第６条を次のように改める。 

（昇格の場合の級の基準） 

第６条 職員を昇格させる場合には、その職務に応じ、かつ、その者の勤務成

績に従い、その者の属する職務の級を決定するものとする。この場合におい

て、その属する職務の級を第４条第１号に掲げる職務の級に昇格させるとき

は、市長がこれを定める。 

 別表第３を次のように改める。 

別表第３（第５条関係） 

初任給基準表（行政職給料表） 

学歴免許 初任給 

大学卒 １級２５号給 

短大卒 １級１７号給 

高校卒 １級９号給 

   附 則 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



 

 

津市職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２０号 

津市職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則 

 津市職員の給与の支給に関する規則（平成１８年津市規則第２６号）の一部

を次のように改正する。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

 （初任給調整手当の支給等） 

第６条の２ 条例第１７条の２第１項の規則で定める額は、別表第１の左欄に

掲げる職員の在勤する地域の区分に応じて、同表右欄に掲げる額とする。 

２ 条例第１７条の２第１項の規則で定める日は、特定額（同項に規定する 

「特定額」をいう。以下同じ。）が基準額（同項に規定する「基準額」をい

う。以下同じ。）以上となった日の前日とする。 

３ 条例第１７条の２第２項の規定による初任給調整手当の月額は、基準額と

特定額との差額に条例第３９条に規定する勤務時間を乗じ、その額を１２で

除して得た額（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これを１００

円に切り上げた額）（定年前再任用短時間勤務職員にあっては当該額に津市

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１８年津市条例第３４号。以下

「勤務時間条例」という。）第２条第３項の規定により定められたその者の

勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を、育児短時間勤

務職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員（以

下「育児短時間勤務職員等」という。）にあっては当該額に勤務時間条例第

２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定す

る勤務時間で除して得た数（以下「算出率」という。）を、育児休業法第１

８条第１項の規定により採用された職員及び津市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例（平成２２年津市条例第３号。以下「任期付職員条例」とい

う。）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」

という。）にあっては当該額に勤務時間条例第２条第４項の規定により定め

られたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を

それぞれ乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときは、その



 

 

端数を切り捨てた額とする。）とする。 

４ 条例第１７条の２第３項の規則で定める職員は、当該職員を新たに採用さ

れた職員とみなして同条第１項の規定を適用するとした場合に同項に規定す 

る特定額として算定されることとなる額（以下「権衡職員特定額」という。） 

が基準額を下回る職員とする。 

５ 前項に規定する職員の初任給調整手当の支給期間は、同項に規定する職員

となった日から権衡職員特定額が基準額以上となった日の前日までとする。 

６ 第３項の規定は、第４項に規定する職員の初任給調整手当の月額について

準用する。この場合において、第３項中「特定額」とあるのは、「権衡職員

特定額」と読み替えるものとする。 

 第７条第１項中「別表第１」を「別表第１の２」に、「育児短時間勤務職員

及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員（以下「育児

短時間勤務職員等」という。）」を「育児短時間勤務職員等」に、「津市職員

の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１８年津市条例第３４号。以下「勤務

時間条例」という。）第２条第２項の規定により任命権者が定めた勤務時間を

同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数（以下「算出率」という。）」

を「算出率」に、「津市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２２

年津市条例第３号。以下「任期付職員条例」という。）第４条の規定により採

用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）」を「任期付短時間

勤務職員」に改め、同条第４項中「別表第１」を「別表第１の２」に改める。 

 第８条第３項第２号中「以上」の次に「（満１８歳に達する日以後の最初の

４月１日から満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者に

あっては、年額１５０万円以上）」を加える。 

 第２４条の２及び第２５条第２項中「在職した」を「勤務した」に改める。 

 附則第３項、第４項、第７項及び第８項中「別表第１」を「別表第１の２」

に改める。 

 別表第１中「、第２２条」を削り、同表を別表第１の２とし、同表の前に次

の１表を加える。 

別表第１（第６条の２関係） 

職員の在勤する地域 基準額 

東京都 １，２２６円 

三重県 １，０８７円 

 



 

 

 別表第３備考１中「別表第１の」を「別表第１の２の」に改める。 

附 則 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年津

市条例第３６号）附則第２３項に規定する暫定再任用短時間勤務職員は、津

市職員の定年等に関する条例（平成１８年津市条例第３１号）第１２条の規

定に基づき採用された定年前再任用短時間勤務職員とみなして、この規則に

よる改正後の津市職員の給与の支給に関する規則第６条の２第３項（同条第

６項において準用する場合を含む。）の規定を適用する。 

 

 

 



女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の特定事業主等を定める規

則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２１号 

   女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の特定事業主等を定め

る規則の一部を改正する規則 

 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の特定事業主等を定める規

則（平成２８年津市規則第１７号）の一部を次のように改正する。 

 本則中「第１５条第１項」を「第１９条第１項」に改める。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

  



津市わかすぎの里の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則をここに公布する。 

 令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２２号 

   津市わかすぎの里の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則 

津市わかすぎの里の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規

則第１７８号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「次のとおり」を「１２月２９日から翌年の１月３日まで」に改め、

同条の表を削る。 

 第４条の表中 

 

 

 

           

 

                       

 

 

  

 

改める。 

 第５条に次の１項を加える。 

２ 野外活動施設の使用許可を受けようとする者は、インターネットを利用し

て野外活動施設の使用の予約をすることができるシステムによる使用の予約

をもって前項の規定による許可申請書の提出に代えることができる。 

 第１号様式中「あて先」を「宛先」に改め、同様式に次のように加える。 

※  申請者の代表者氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。 

第２号様式中「あて先」を「宛先」に、 

 

わかすぎの里 

ログハウス 使用開始日の午後２時から使用終了日

の午前１１時まで 

釣堀 午前８時から午後５時まで 

つかみ取り池  

わかすぎの里 

 

使用開始日の午後２時から使用終了日

の午前１１時まで 

「 

」
 」 

」 

 

を 

に 

「 



「 

                      を 

                        」 

「 

                         に、 

                        」 

「 

 

を 

 

」 

「 

 

に改め 

 

」 

る。 

      「 

第３号様式中                         を 

」 

「 

                         に、 

                        」 

「 

 

を 

 

」 

 

 

ログハウス（  棟） 

釣堀  つかみ取り池 

 

ログハウス（  棟） 

 

貸しテント 張り ＡＣ電源 区画 毛  布 枚 

な  べ 個 鉄  板 枚 網 枚 

調理用具 セット     

 

ＡＣ電源 区画 毛  布 枚 な  べ 個 

鉄  板 枚 網 枚 調理用具 セット 

 

ログハウス（  棟） 

釣堀  つかみ取り池 

 

ログハウス（  棟） 

 

貸しテント 張り ＡＣ電源 区画 毛  布 枚 

な  べ 個 鉄  板 枚 網 枚 

調理用具 セット     

 



「 

 

に改め 

 

」 

る。 

第４号様式、第５様式及び第６号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「 

                      を 

                        」 

「 

                         に、 

                        」 

「 

 

を 

 

」 

「 

 

に改め 

 

」 

る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定

は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に改正前の津市わかすぎの里の設置及び管理に関する条

ＡＣ電源 区画 毛  布 枚 な  べ 個 

鉄  板 枚 網 枚 調理用具 セット 

 

ログハウス（  棟） 

釣堀  つかみ取り池 

 

ログハウス（  棟） 

 

貸しテント 張り ＡＣ電源 区画 毛  布 枚 

な  べ 個 鉄  板 枚 網 枚 

調理用具 セット     

 

ＡＣ電源 区画 毛  布 枚 な  べ 個 

鉄  板 枚 網 枚 調理用具 セット 

 



例施行規則の規定によりなされた使用に係る手続は、改正後の津市わかすぎ 

の里の設置及び管理に関する条例施行規則（以下「改正後の規則」という。） 

の相当規定によりなされた使用に係る手続とみなす。 

３ この規則の施行の日以後の使用に係る手続については、同日前においても

改正後の規則の例により行うものとする。 

 

 



津市青山高原保健休養地の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２３号 

   津市青山高原保健休養地の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を

改正する規則 

津市青山高原保健休養地の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年

津市規則第１４６号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２７条」を「第２４条」に改める。 

「テニスコート   「テニスコート 

 第３条の表中         を フリーサイト  に、 

 パターゴルフ場」  貸切ドッグラン」 

                                                                                                                             

 

 

 

           

 

を                         

 

                       

 

 

 

 

４月１日から１０ 

月３１日まで 

毎週木曜日（当該日が祝日法による休日 

に当たるときは、その翌日）。ただし、 

ゴールデンウィーク並びに７月及び８月 

中は、この限りでない。 

通年 １ 毎週木曜日（当該日が祝日法による 

休日に当たるときは、その翌日）。た 

だし、ゴールデンウィーク並びに７月 

及び８月中は、この限りでない。 

２ １２月２９日から翌年の１月４日ま 

 で 

通年       １ 毎週木曜日（当該日が祝日法による 

 休日に当たるときは、その翌日）。た 

 だし、ゴールデンウィーク並びに７月 

 及び８月中は、この限りでない。 

２ １２月２９日から翌年の１月４日ま 

「 

」 

「 



」 

に改める。 

                                 

 

 

 

 

第４条の表を次のように改める。 

施設 使用時間 

スポーツ公園 水泳プール 午前１０時から午後３時まで 

テニスコート 午前９時から午後５時まで 

貸別荘 使用開始日の午後１時から使用終了日

の午前１０時まで 

フリーサイト 使用開始日の午後１時から使用終了日

の午前１１時まで 

貸切ドッグラン 午前９時から午後５時まで 

キャンプ場 バンガロー 使用開始日の午後１時から使用終了日

の午前１０時まで 

持込用テントサイト 使用開始日の午後１時から使用終了日

の午前１１時まで 

バーベキューハウス 

キャンプファイヤー

場 

午前９時から午後８時まで 

オートキャンプ

場 

オートキャンプサイ

ト 

使用開始日の午後１時から使用終了日

の午前１１時まで 

伊勢見公園 テニスコート 午前９時から午後５時まで 

第５条第２項中「、パターゴルフ場又はキャンプ場」を「、貸別荘、フリー

サイト、キャンプ場又はオートキャンプ場」に、「口頭」を「口頭又はイン

ターネットを利用して保健休養地の使用の予約をすることができるシステムに

よる使用の予約」に、「又はパターゴルフ場又はキャンプ場」を「、貸別荘、

フリーサイト、キャンプ場又はオートキャンプ場」に改める。 

第１号様式中「あて先」を「宛先」に改め、同様式に次のように加える。 

※   申請者の代表者氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。 

 で 

 

 

 

 



第２号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「 

                          を 

                            」 

「 

                             に、 

                            」 

「 

 

を 

 

」 

「 

 

に、「ファイ 

 

」 

ヤー場使用時間」を「キャンプファイヤー場使用時間」に改める。 

第３号様式中 

「 

                          を 

                            」 

「 

                             に、 

                            」 

「 

 

を 

 

」 

「 

 

に、「ファイ 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ
（４人用））  

 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ

（４人用）） フリーサイト 貸切ドッグラン 

  

バーベキューハウス（ 人 卓） ファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 
区画 

 

バーベキューハウス（ 人 卓）  

キャンプファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 

宿泊・ 

日帰り 
区画 

 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ
（４人用））  

 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ

（４人用）） フリーサイト 貸切ドッグラン 

  

バーベキューハウス（ 人 卓） ファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 
区画 

 

バーベキューハウス（ 人 卓）  

キャンプファイヤー場（ 回） 



 

 

」 
 

ヤー場使用時間」を「キャンプファイヤー場使用時間」に改める。 

第４号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バーベキューハウス（ 人 卓） ファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 

宿泊・ 

日帰り 
区画 

 



第５号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「 

                          を 

                            」 

「 

                             に、 

                            」 

「 

 

を 

 

」 

「 

 

に改める。 

 

」 

第６号様式及び第７号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「 

                          を 

                            」 

「 

                             に、 

                            」 

「 

 

を 

 

」 
 

「 

 

に、 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ
（４人用））  

 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ

（４人用）） フリーサイト 貸切ドッグラン 

  

バーベキューハウス（ 人 卓） ファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 
区画 

 

バーベキューハウス（ 人 卓）  

キャンプファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 

宿泊・ 

日帰り 
区画 

 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ
（４人用））  

 

テニスコート（ 面） 貸別荘（宿泊・休憩等）（１ＤＫ

（４人用）） フリーサイト 貸切ドッグラン 

  

バーベキューハウス（ 人 卓） ファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 
区画 

 

バーベキューハウス（ 人 卓）  

キャンプファイヤー場（ 回） 

オートキャン

プサイト 

Ａ Ｃ 電 源 （ 無

し・有り） 

宿泊・ 

日帰り 
区画 

 
」



第４号様式（第６条関係） 

青山高原保健休養地使用券 

 

津市青山高原保健休養地スポーツ公園内水泳プール使用券 

 

 １ 小学生・中学生用 

 

（表） 

№ 

個 人 使 用 券 

（小学生・中学生） 

 

施設名 津市青山高原

保健休養地ス

ポーツ公園内

水泳プール 

 

種 目 水泳 

    年 月 日 

 

 

 

      円  

№      

施設名 津市青山高原保健休養地スポーツ公園内水泳プール 

種 目 水泳 

 

個 人 使 用 券 

 

（小学生・中学生） 

 

年  月  日  

 

（市章） 

 

 ・本券の発行をもって領収に代えます。 

 ・本券は、１人につき１枚、当日限り有効です。 

      円 

津市青山高原保健休養地指定管理者  

 

（裏） 

   

 

  使用に際しては、本券を常に所持してください。 

 

  許可された使用目的以外に使用しないでください。 

 

  退場の際は、係員に本券を提示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市青山高原保健休養地指定管理者  



 ２ 高校生以上・大人用 

 

（表） 

№ 

個 人 使 用 券 

（高校生以上・大人） 

 

施設名 津市青山高原

保健休養地ス

ポーツ公園内

水泳プール 

 

種 目 水泳 

    年 月 日 

 

 

 

      円  

№      

施設名 津市青山高原保健休養地スポーツ公園内水泳プール 

種 目 水泳 

 

個 人 使 用 券 

 

（高校生以上・大人） 

 

年  月  日  

 

（市章） 

 

 ・本券の発行をもって領収に代えます。 

 ・本券は、１人につき１枚、当日限り有効です。 

      円 

津市青山高原保健休養地指定管理者  

 

（裏） 

   

 

  使用に際しては、本券を常に所持してください。 

 

  許可された使用目的以外に使用しないでください。 

 

  退場の際は、係員に本券を提示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市青山高原保健休養地指定管理者  



 ３ 幼児・付添い用 

 

（表） 

№ 

個 人 使 用 券 

（幼児・付添い） 

 

施設名 津市青山高原

保健休養地ス

ポーツ公園内

水泳プール 

 

種 目 水泳 

    年 月 日 

 

 

 

      円  

№      

施設名 津市青山高原保健休養地スポーツ公園内水泳プール 

種 目 水泳 

 

個 人 使 用 券 

 

（幼児・付添い） 

 

年  月  日  

 

（市章） 

 

 ・本券の発行をもって領収に代えます。 

 ・本券は、１人につき１枚、当日限り有効です。 

      円 

津市青山高原保健休養地指定管理者  

 

（裏） 

   

 

  使用に際しては、本券を常に所持してください。 

 

  許可された使用目的以外に使用しないでください。 

 

  退場の際は、係員に本券を提示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市青山高原保健休養地指定管理者  

 



「ファイヤー場使用時間」を「キャンプファイヤー場使用時間」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定

は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に改正前の津市青山高原保健休養地の設置及び管理に関

する条例施行規則の規定によりなされた使用に係る手続は、改正後の津市青

山高原保健休養地の設置及び管理に関する条例施行規則（以下「改正後の規

則」という。）の相当規定によりなされた使用に係る手続とみなす。 

３ この規則の施行の日以後の使用に係る手続については、同日前においても

改正後の規則の例により行うものとする。 

 



津市錫杖湖畔キャンプ場の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２４号 

   津市錫杖湖畔キャンプ場の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を

改正する規則 

津市錫杖湖畔キャンプ場の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年

津市規則第１７７号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「１０月３１日」を「１１月３０日」に改める。 

第３条の表を次のように改める。 

施設 使用時間 

管理棟 午前９時から午後９時まで 

バンガロー 

テント場 

ファイヤーサークル 

使用開始日の午前１１時から使用終了日の午前

１０時まで 

バーベキュー施設 午前９時から午後３時まで 

第１号様式から第５号様式までを次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第４条、第６条関係） 
 

錫杖湖畔キャンプ場使用（使用変更）許可申請書 

年  月  日  

 （宛先）津市長 

 （〒   -     ）       

住 所               

申請者 団体名               

氏名（代表者）           

電 話               

 次のとおり津市錫杖湖畔キャンプ場を 
使 用

使用変更
したいので申請します。 

 

使 用 日 時 

    年  月  日（  曜）午 

 

    年  月  日（  曜）午 

前 

後 

前 

後 

  時  分から 

 

  時  分まで 

行 事 名   

使 用 目 的   

使 用 予 定 人 員   対象者   

使 用 責 任 者 の

住 所 及 び 氏 名 
  

使 用 す る 施 設 

 使用する施設

を記入してく

ださい。 

会 議 室  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

多 目 的 ホ ー ル  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

バンガロー（Ａ・Ｂ・Ｃ） 棟 

テ ン ト 場 区画 

バ ー ベ キ ュ ー 施 設 人 

ファイヤー

サ ー ク ル

（キャンプ

ファイヤー

施設） 

大 回 

小 回 

使用する設備器具 

 使用する設備

器具を記入し

てください。 

バンガロー設備器具 棟 毛 布 枚 

電 気 コ ン セ ン ト 

（テント台） 
個 な べ 等 点 

※ 次の欄は、記入しないでください。 

使 用 料 
施 設 使 用 料 設 備 器 具 使 用 料 合 計 

円 円 円 

許 可 条 件 等   

 



第２号様式（第５条－第７条関係） 
 

（表） 
 

錫杖湖畔キャンプ場使用（使用変更）許可書 

津市指令（記号番号） 

年  月  日  

 （氏     名） 様 

 津市長 （氏   名） 印   

  

 

  年  月  日付けで申請のあった津市錫杖湖畔キャンプ場の 

 

許可します。 

使 用

使 用 変 更

 

について、次のとおり 

 

 

使 用 日 時 

    年  月  日（  曜）午 

 

    年  月  日（  曜）午 

前 

後 

前 

後 

  時  分から 

 

  時  分まで 

行 事 名   

使 用 目 的   

使 用 予 定 人 員   対象者   

使 用 責 任 者 の

住 所 及 び 氏 名 
  

使 用 す る 施 設 

  

会 議 室  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

多 目 的 ホ ー ル  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

バンガロー（Ａ・Ｂ・Ｃ） 棟 

テ ン ト 場 区画 

バ ー ベ キ ュ ー 施 設 人 

ファイヤー

サ ー ク ル

（キャンプ

ファイヤー

施設） 

大 回 

小 回 

使用する設備器具 

  

バンガロー設備器具 棟 毛 布 枚 

電 気 コ ン セ ン ト 

（テント台） 
個 な べ 等 点 

許 可 条 件 等   

※ 使用上の注意については、裏面をご覧ください。 

 

 

 



（裏） 

 

使 用 者 心 得 

 

１ 使用を開始するとき及び使用を終了したときは、管理事務所へ連絡してください。 

２ 使用の際、常に許可書を携帯し、職員の要求があったときは提示してください。 

３ 許可なくして所定の場所以外で飲食し、喫煙し、又は火気を使用しないでください。 

４ 許可を受けた施設及び設備器具以外のものを使用しないでください。 

５ 許可なくして所定の場所以外へ立ち入らないでください。 

６ 施設、設備器具等を損傷し、又は滅失したときは、直ちに管理事務所へ連絡してくだ

さい。 

７ 使用責任者の方は、非常口の場所、誘導方法等を非常時に備えてあらかじめ確認して

ください。 

８ その他係員の指示に従ってください。 

 



第３号様式（第７条関係） 
 

錫杖湖畔キャンプ場使用許可取消届 

年  月  日  

 （宛先）津市長 

 （〒   -   ）         

住 所               

申請者 団体名               

氏名（代表者）           

電 話               

 

 次のとおり津市錫杖湖畔キャンプ場の 

す。 

使用許可の取消しを受けたいので、許可書を添えて届け出ま 

 

取 消 し に 係 る 

使 用 日 時 

    年  月  日（  曜）午 

 

    年  月  日（  曜）午 

前 

後 

前 

後 

  時  分から 

 

  時  分まで 

取消しに係る行事名   

取 消 し に 係 る 施 設 

 取消しを受けよう

とする施設を記入

してください。 

会 議 室  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

多 目 的 ホ ー ル  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

バンガロー（Ａ・Ｂ・Ｃ） 棟 

テ ン ト 場 区画 

バ ー ベ キ ュ ー 施 設 人 

ファイヤー

サ ー ク ル

（キャンプ

ファイヤー

施設） 

大 回 

小 回 

取消しに係る設備器具 

取消しを受けよう

とする設備器具を

記入してくださ

い。 

バンガロー設備器具 棟 毛 布 枚 

電 気 コ ン セ ン ト 

（テント台） 
個 な べ 等 点 

使 用 許 可 年 月 日 

及 び 許 可 番 号 
 

取消しを受けようとす

る 理 由 
  

 



第４号様式（第８条関係） 
 

錫杖湖畔キャンプ場使用料減免申請書 

年  月  日  

 （宛先）津市長 

 （〒   -     ）       

住 所               

申請者 団体名               

氏名（代表者）           

電 話               

 次のとおり津市錫杖湖畔キャンプ場の使用料の 
減 額 

免 除 
を受けたいので申請します。 

 

使 用 日 時 

    年  月  日（  曜）午 

 

    年  月  日（  曜）午 

前 

後 

前 

後 

  時  分から 

 

  時  分まで 

行 事 名   

使 用 目 的   

使 用 す る 施 設 

 使用する施設

を記入してく

ださい。 

会 議 室   月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

多 目 的 ホ ー ル   月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

バンガロー（Ａ・Ｂ・Ｃ） 棟 

テ ン ト 場 区画 

バ ー ベ キ ュ ー 施 設 人 

ファイヤー

サ ー ク ル

（キャンプ

ファイヤー

施設） 

大 回 

小 回 

使用する設備器具 

 使用する設備

器具を記入し

てください。 

バンガロー設備器具 棟 毛 布 枚 

電 気 コ ン セ ン ト 

（テント台） 
個 な べ 等 点 

減 免申 請の 理由   

※ 次の欄は、記入しないでください。 

使 用 料 減 免 率 減 免 金 額 差 引 使 用 料 備 考 

円 ％ 円 円 
  

 



第５号様式（第９条関係） 
 

錫杖湖畔キャンプ場使用料還付申請書 

年  月  日  

 （宛先）津市長 

 （〒   -     ）       

住 所               

申請者 団体名               

氏名（代表者）           

電 話               

 次のとおり津市錫杖湖畔キャンプ場の使用料の 還 付を受けたいので申請します。 
 

還付の対象となる

使 用 日 時 

    年  月  日（  曜）午 

 

    年  月  日（  曜）午 

前 

後 

前 

後 

  時  分から 

 

  時  分まで 

還 付 対 象 施 設 

 還付の対象と

なる施設を記

入してくださ

い。 

会 議 室  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

多 目 的 ホ ー ル  月 日( 曜)午 
前 

後 
 時から午 

前 

後 
 時まで 

バンガロー（Ａ・Ｂ・Ｃ） 棟 

テ ン ト 場 区画 

バ ー ベ キ ュ ー 施 設 人 

ファイヤーサ

ークル（キャ

ンプファイヤ

ー施設） 

大 回 

小 回 

還付対象設備器具 

 還付の対象と

なる設備器具

を記入してく

ださい。 

バンガロー設備器具 棟 毛 布 枚 

電 気 コ ン セ ン ト 

（テント台） 
個 な べ 等 点 

既 納 の 使 用 料 

納  付  年  月  日      年  月  日 

 

納  付  金  額            円 

還 付申 請の 理由   

※ 次の欄は、記入しないでください。 

納 付 金 額 還 付 金 額 備 考 

円 円 
  

 



   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定

は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に改正前の津市錫杖湖畔キャンプ場の設置及び管理に関

する条例施行規則の規定によりなされた使用に係る手続は、改正後の津市錫

杖湖畔キャンプ場の設置及び管理に関する条例施行規則（以下「改正後の規

則」という。）の相当規定によりなされた使用に係る手続とみなす。 

３ この規則の施行の日以後の使用に係る手続については、同日前においても

改正後の規則の例により行うものとする。 

 



 

津市マンションの再生等の円滑化に関する法律施行取扱規則をここに公布す

る。 

  令和８年３月３０日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２５号 

   津市マンションの再生等の円滑化に関する法律施行取扱規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、マンションの再生等の円滑化に関する法律（平成１４年

法律第７８号。以下「法」という。）、マンションの再生等の円滑化に関す

る法律施行令（平成１４年政令第３６７号）及びマンションの再生等の円滑

化に関する法律施行規則（平成１４年国土交通省令第１１６号。以下「省令」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（除却等の必要性に係る認定の申請） 

第２条 省令第７６条の２５第１項第３号の規則で定める書類は、次に掲げる

ものとする。 

⑴ 耐震判定委員会（既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委

員会に参加する団体が建築物の耐震診断（建築物の耐震改修の促進に関す

る法律（平成７年法律第１２３号）第２条第１項に規定する耐震診断をい

う。以下同じ。）の結果並びに耐震改修計画に関する評価及び判定を行う

ために設置した機関をいう。）又は市長が適切であると認めた者が建築物

の耐震診断の結果について、同法第１２条第１項に規定する技術指針事項

に基づき適切であると判定した書類（以下「耐震診断の判定書」という。）

の写し 

⑵ 建築物の耐震診断を行った者が建築物の耐震改修の促進に関する法律施

行規則（平成７年建設省令第２８号）第５条第１項各号のいずれかに掲げ

る者であることを証する書類の写し 

⑶ 次の表の左欄に掲げる図書に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる記載事

項を明示したもの 

図書 記載事項 

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 



 

配置図 縮尺及び方位 

敷地境界線、敷地内における建築物の位置及び申請

に係る建築物と他の建築物との別 

擁壁の位置その他安全上適当な措置 

土地の高低、敷地と敷地の接する道の境界部分との

高低差及び申請に係る建築物の各部分の高さ 

各階平面図 縮尺及び方位 

壁及び筋かいの位置及び種類 

通し柱及び開口部の位置 

床面積求積図 床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算

式 

建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び

算式 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

２ 省令第７６条の２５第１項の規定にかかわらず、法第１６３条の５６第１

項の認定を受けようとするマンションについて同項の規定により認定の申請

を行おうとする者は、省令第７６条の２５第１項第２号に規定する構造計算

書を添えることを要しないものとする。 

３ 省令第７６条の２５第２項第３号の規則で定める書類は、次に掲げるもの

とする。 

⑴ 申請に係る建築物について法第１６３条の５６第２項第２号から第５号

までの国土交通大臣が定める基準に係る調査を行った者が、当該基準にお

いて調査を行うこととされている者に該当することを証する書類の写し 

⑵ 第１項第３号に掲げる書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（除却等の必要性に係る認定の申請の取下げ） 

第３条 法第１６３条の５６第１項の規定による認定の申請を行った者が、そ

の処分があるまでに当該申請を取り下げようとする場合にあっては、取下届

（第１号様式）を市長に提出するものとする。 

（除却等の必要性に係る認定をしない旨の通知） 

第４条 市長は、法第１６３条の５６第１項の認定をしないときは、認定しな

い旨の通知書（第２号様式）により当該認定の申請を行った者に通知するも



 

のとする。 

（容積率等の特例に係る許可の申請） 

第５条 省令第７６条の３０第１項の規則で定める図書又は書面は、次に掲げ

るものとする。 

⑴ 省令第７６条の２８の除却等の必要性に係る認定通知書の写し 

⑵ 次の表の左欄に掲げる図書に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる記載事

項を明示したもの 

図書 記載事項 

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 

配置図 縮尺及び方位 

敷地境界線、敷地内における建築物の位置及び申請

に係る建築物と他の建築物との別 

擁壁の位置その他安全上適当な措置 

土地の高低、敷地と敷地の接する道の境界部分との

高低差及び申請に係る建築物の各部分の高さ 

敷地に接する道路の位置、幅員及び種類 

下水管、下水溝、ためますその他これらに類する施

設の位置及び排水経路又は処理経路 

敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算

式 

各階平面図 縮尺及び方位 

間取、各室の用途及び床面積 

壁及び筋かいの位置及び種類 

通し柱及び開口部の位置 

延焼のおそれのある部分の外壁の位置及び構造 

床面積求積図 床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算

式 

建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び 

算式 

二面以上の立面図 縮尺 

開口部の位置 

延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏の構造 



 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（容積率等の特例に係る許可の申請の取下げ） 

第６条 法第１６３条の５９第１項の規定による許可の申請を行った者が、そ

の処分があるまでに当該申請を取り下げようとする場合にあっては、取下届

（第３号様式）を市長に提出するものとする。 

附 則  

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

二面以上の断面図 縮尺 

地盤面 

各階の床及び天井（天井のない場合は、屋根）の高

さ、軒及びひさしの出並びに建築物の各部分の高さ 

地盤面算定表 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ 

地盤面を算定するための算式 

日影図 縮尺及び方位 

敷地境界線 

敷地に接する道路、水面、線路敷その他これらに類

するものの位置及び幅員 

敷地内における建築物の位置 

平均地盤面からの建築物の各部分の高さ 

建築物が冬至日の真太陽時による午前８時から３０

分ごとに午後４時までの各時刻に地盤面に生じさせ

る日影の形状 

建築物が冬至日の真太陽時による午前８時から午後

４時までの間に地盤面上の主要な点に生じさせる日

影時間 

建築物が冬至日の真太陽時による午前８時から午後

４時までの間に地盤面上の主要な点に生じさせる日

影の等時間日影線 

土地の高低 

日影形状算定表 

  

平均地盤面からの建築物の各部分の高さ及び日影の 

形状を算定するための算式 



 

津市運動施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

  令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

  

津市規則第２６号 

   津市運動施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則 

第１条 津市運動施設の設置及び管理に関する条例施行規則（平成２０年津市

規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

プール 

津市久居中央スポ

ーツ公園内プール 

１ 午前９時から午後５時まで 

２ 当該プールの使用期間は、６月１日から

９月３０日までの間において市長が定める

期間とする。 

津市美里幼児プー

ル 

１ 午前１０時から午後３時まで 

２ 当該プールの使用期間は、７月１日から

８月３１日までの間において市長が定める

期間とする。 

津市香良洲プール １ 午前１０時から午後４時まで 

 ２ 当該プールの使用期間は、７月２０日か

ら８月３１日までの間において市長が定め

る期間とする。 

津市白山川口プー

ル 

１ 午前１０時から午後３時まで（専用で使

用する場合に限る。） 

２ 当該プールの使用期間は、７月２０日か

ら８月３１日までの間において市長が定め

る期間とする。 

「 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テニス

コート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市古道公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後９時（音響装置にあっては 

午後５時）まで 

津市古河公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後５時まで 

津市海浜公園内テ

ニスコート 
 

津市民テニスコー

ト 

午前９時から午後９時（音響装置・映写装置

（モニターを含む。）にあっては、午後５時 

まで 

津市久居スポーツ

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時まで 

津市庄司庵公園内

テニスコート 

 

津市河芸テニスコ

ート 

午前６時から午後１０時まで 

津市芸濃テニスコ

ート 

 

津市美里テニスコ

ート 

午前６時から午後１０時（１１月１日から翌

年の４月３０日までの期間にあっては、午後

５時）まで 

津市安濃中央総合

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時３０分まで 

津市香良洲テニス

コート 

午前８時から午後５時まで 

津市一志テニスコ 午前８時３０分から午後９時まで 

、

）



 

 

 

 

 

 

 

ート 

津市白山テニスコ

ート 

午前８時３０分から午後１０時まで 

津市フットパーク

美杉内テニスコー

ト 

午前８時から午後５時まで 

 を 

プール 

津市美里幼児プー

ル 

１ 午前１０時から午後３時まで 

２ 当該プールの使用期間は、７月１日から

８月３１日までの間において市長が定める

期間とする。 

津市香良洲プール １ 午前１０時から午後４時まで 

 ２ 当該プールの使用期間は、７月２０日か

ら８月３１日までの間において市長が定め

る期間とする。 

津市白山川口プー

ル 

１ 午前１０時から午後３時まで（専用で使

用する場合に限る。） 

２ 当該プールの使用期間は、７月２０日か

ら８月３１日までの間において市長が定め

る期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

津市古道公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後９時（音響装置にあっては 

午後５時）まで 

津市古河公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後５時まで 

津市民テニスコー

ト 

午前９時から午後９時（音響装置・映写装置

（モニターを含む。）にあっては、午後５時

まで 

「 

」 

、

）



 

 

 

 

 

 

 

 

テニス 

コート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市久居スポーツ

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時まで 

津市庄司庵公園内

テニスコート 

 

津市河芸テニスコ

ート 

午前６時から午後１０時まで 

津市芸濃テニスコ

ート 

 

津市美里テニスコ

ート 

午前６時から午後１０時（１１月１日から翌

年の４月３０日までの期間にあっては、午後

５時）まで 

津市安濃中央総合

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時３０分まで 

津市香良洲テニス

コート 

午前８時から午後５時まで 

津市一志テニスコ

ート 

午前８時３０分から午後９時まで 

津市白山テニスコ

ート 

午前８時３０分から午後１０時まで 

津市フットパーク

美杉内テニスコー

ト 

午前８時から午後５時まで 

に改める。 

第２条 津市運動施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を次のよう

に改正する。 

別表中 

」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テニス

コート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津市古道公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後９時（音響装置にあっては

午後５時）まで 

津市古河公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後５時まで 

津市民テニスコー

ト 

午前９時から午後９時（音響装置・映写装置

（モニターを含む。）にあっては、午後５時

まで 

津市久居スポーツ

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時まで 

津市庄司庵公園内

テニスコート 

 

津市河芸テニスコ

ート 

午前６時から午後１０時まで 

津市芸濃テニスコ

ート 

 

津市美里テニスコ

ート 

午前６時から午後１０時（１１月１日から翌

年の４月３０日までの期間にあっては、午後

５時）まで 

津市安濃中央総合

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時３０分まで 

津市香良洲テニス

コート 

午前８時から午後５時まで 

津市一志テニスコ

ート 

午前８時３０分から午後９時まで 

津市白山テニスコ 午前８時３０分から午後１０時まで 

「 
、

）



 

 

 

 

 

ート 

津市フットパーク

美杉内テニスコー

ト 

午前８時から午後５時まで 

を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テニス

コート 

 

 

 

 

 

 

 

津市古道公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後９時（音響装置にあっては

午後５時）まで 

津市古河公園内テ

ニスコート 

午前９時から午後５時まで 

津市民テニスコー

ト 

午前９時から午後９時（音響装置・映写装置

（モニターを含む。）にあっては、午後５時

まで 

津市久居スポーツ

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時まで 

津市庄司庵公園内

テニスコート 

 

津市河芸テニスコ

ート 

午前６時から午後１０時まで 

津市芸濃テニスコ

ート 

 

津市安濃中央総合

公園内テニスコー

ト 

午前９時から午後９時３０分まで 

津市香良洲テニス

コート 

午前８時から午後５時まで 

津市一志テニスコ 午前８時３０分から午後９時まで 

「 

」 

、

）



 

 

 

 

 

 

 

ート 

津市白山テニスコ

ート 

午前８時３０分から午後１０時まで 

津市フットパーク

美杉内テニスコー

ト 

午前８時から午後５時まで 

 に改める。 

附 則 

この規則中第１条の規定は令和８年４月１日から、第２条の規定は同年１０

月１日から施行する。 

」 



 

津市コミュニティバスの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

  令和８年３月３１日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２７号 

   津市コミュニティバスの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改

正する規則 

津市コミュニティバスの設置及び管理に関する条例施行規則（平成２２年津

市規則第４号）の一部を次のように改正する。 

第２条の見出しを「（路線定期運行に係る路線及び区域運行に係る区域）」

に改め、同条第１項中「路線の起点及び終点、運行日等」を「路線定期運行に

係る路線及び区域運行に係る区域」に改める。 

第２条の次に次の１条を加える。 

（区域運行の利用手続） 

第２条の２ 区域運行を利用しようとする者（その者と同乗する者を除く。）

は、あらかじめ区域運行の利用に係る登録（以下「利用登録」という。）を

行うものとする。 

２ 前項の利用登録を行った者（以下「利用登録者」という。）が区域運行を 

利用しようとするときは、あらかじめ乗車の予約（以下「乗車予約」という。） 

をしなければならない。 

３ 区域運行は、利用登録者の乗車予約に応じて、利用登録者の乗合により運

行するものとし、その乗降場所は、市長が別に定める停留所とする。 

第３条に次の１項を加える。 

２ 定期乗車券は、使用開始日の１４日前から購入できるものとする。 

 第５条第１項中「は、降車の際に、」を「にあっては」に改め、「という。） 

を」の次に「、同表備考２の規定の適用を受けようとする者にあっては運転経 

歴証明書を、降車の際に」を加え、同条第２項を次のように改める。 

２ 条例別表第２備考１の規定の適用を受けようとする者にあっては身体障害

者手帳等を、同表備考２の規定の適用を受けようとする者にあっては運転経

歴証明書を、定期乗車券の購入の際に提示しなければならない。 

 第６条の見出し中「免除」を「減免」に改め、同条中「を免除」を「から２



 

００円を減額」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項のＩＣカードと併せて運転経歴証明書を提示した者については、条例

第７条の規定により使用料を免除するものとする。 

 第７条第１項第１号中「同表備考」を「同表備考１及び２」に改め、同項第 

２号中「当該回数乗車券に係る条例別表第３金額の欄に掲げる金額を１２で除 

して得た額」を「当該回数乗車券１枚当たりの券面額を１．２で除して得た額」 

に改める。 

 第８条第１項中「別表第１備考２」を「別表第１備考３」に改め、同条第３ 

項中「当日」の次に「１枚につき」を加える。 

 別表を次のように改める。 

  



 

別表（第２条関係） 

路線定期運行に係る路線 

地域 路線の名称 起点 終点 運行日 運行の区分 

北部地

域河芸 

河芸循環ル

ート 

河芸総合支

所 

河芸総合支

所 

月曜日、水曜日

及び土曜日 

循環運行 

河芸南・一

身田・白塚

循環ルート 

河芸総合支

所 

河芸総合支

所 

火曜日、木曜日

及び金曜日 

循環運行 

南部地

域久居 

久居北・片

田・高茶屋

ルート 

久居駅東口 片田団地 火曜日及び金曜

日 

往復運行 

久居南・雲

出ルート 

イオンモー

ル津南 

三重中央医

療センター 

水曜日及び土曜

日 

往復運行 

北西部

地域芸

濃 

芸濃北ルー

ト 

長徳寺 芸濃総合支

所 

火曜日 往復運行 

芸濃南ルー

ト 

北畑 芸濃総合支

所 

水曜日 往復運行 

南西部

地域一

志 

一志東・伊

勢中川駅ル

ート 

伊勢中川駅

東口 

とことめの

里一志 

月曜日及び水曜

日 

往復運行 

一志西循環

ルート 

とことめの

里一志 

とことめの

里一志 

火曜日及び木曜

日 

循環運行 

南西部

地域白

山 

倭・八ツ山

・一志病院

ルート 

榊原車庫前 一志病院 毎日 往復運行 

一志病院 榊原温泉口

駅 

 

文化センタ

ー 

一志病院 月曜日、火曜日

、水曜日、木曜

片道運行 



 

一志病院 きずな 日 及 び 金 曜 日 

（市長が別に定

める区間にあっ

ては、月曜日、

水曜日及び金曜

日） 

 

榊原温泉口

駅 

家城駅前 毎日 片道運行 

元取・家城

ルート 

上福田山 榊原温泉口

駅 

月曜日、火曜日

、水曜日、木曜

日及び金曜日 

片道運行 

川口・大三

・三重中央

医療センタ

ールート 

榊原温泉口

駅 

三重中央医

療センター 

火曜日及び木曜

日 

往復運行 

三重中央医

療センター 

白山総合支

所前 

片道運行 

南西部

地域美

杉 

美杉東ルー

ト 
丹生俣 榊原温泉口

駅 

火曜日、水曜日

及び金曜日 

往復運行 

丹生俣 マックスバ

リュ（川口

店） 

美杉西ルー

ト 

川上 榊原温泉口

駅 

火曜日、水曜日

及び金曜日 

往復運行 

川上 マックスバ

リュ（川口

店） 

 観光ルート 伊勢奥津駅

前 

敷津 市長が別に定め

る日 

往復運行 



 

 
伊勢奥津駅

前 

北畠神社前 

  伊勢奥津駅

前 

下之川出張

所前 

  

  
伊勢奥津駅

前 

下太郎生 

区域運行に係る区域 

地域 運行区域 運行日 

南部地域

久居 

久居地域全域、津地域の一部及び白山地

域の一部 

月曜日、火曜日及び金

曜日。ただし、運行日

ごとに利用することが

できる停留所は、市長

が別に定める。 

北西部地

域芸濃 

芸濃地域全域 月曜日及び金曜日 

北西部地

域安濃 

安濃地域全域、津地域の一部及び芸濃地

域の一部 

月曜日、火曜日、木曜

日及び金曜日 

南西部地

域美里 

美里地域全域、津地域の一部及び久居地

域の一部 

月曜日、火曜日、水曜

日及び金曜日 

南西部地

域一志 

一志地域全域、久居地域の一部及び白山

地域の一部 

金曜日 

南西部地

域白山 

白山地域全域 月曜日、水曜日及び金

曜日 

南西部地

域美杉 

美杉地域全域、白山地域の一部及び奈良

県宇陀郡御杖村神末地域の一部 

火曜日、水曜日及び金

曜日 

附 則 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



 

２ この規則の施行前に発行した定期乗車券に係る使用料の還付については、

なお従前の例による。 



 津市幼保連携型認定こども園の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第２８号 

   津市幼保連携型認定こども園の設置及び管理に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

 津市幼保連携型認定こども園の設置及び管理に関する条例施行規則（平成３

０年津市規則第２８号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第４４条」を「第５０条」に、「第４５条・第４６条」を「第５１

条・第５２条」に改める。 

第２条に次の１号を加える。 

⑻ 乳児等通園支援 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３

第２３項に規定する乳児等通園支援事業として行う同項の乳児又は幼児へ

の遊び及び生活の場の提供並びにその保護者への面談及び当該保護者への

援助をいう。 

第３７条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 乳児等通園支援に関する事業 

第４２条及び第４３条中「利用者」を「預かり保育利用者」に改める。 

第４６条を第５２条とし、第４５条を第５１条とする。 

第８章中第４４条の次に次の６条を加える。 

（乳児等通園支援の実施施設） 

第４５条 乳児等通園支援を実施する施設（以下「乳児等通園支援施設」とい

う。）は、津市立香良洲浜っ子幼児園とする。 

（乳児等通園支援の利用定員） 

第４６条 乳児等通園支援の利用定員は、１時間当たり５人とする。 

（乳児等通園支援を行う日） 

第４７条 乳児等通園支援施設は、第３９条各号に掲げる日以外の日において、

乳児等通園支援を行うことができる。ただし、市長が乳児等通園支援施設の

管理上必要があると認めるときは、臨時に休業日を定めることができる。 

（乳児等通園支援を行う時間） 



第４８条 乳児等通園支援を行う時間は、午前９時から午後３時までとする。

ただし、市長が乳児等通園支援施設の管理上必要があると認めるときは、こ

れを変更することができる。 

（乳児等通園支援の利用料） 

第４９条 市長は、乳児等通園支援を利用する乳児又は幼児の乳児等支援給付

認定保護者（法３０条の１５第３項に規定する乳児等支援給付認定保護者を

いう。）（以下「乳児等通園支援利用者」という。）から当該乳児等通園支

援を行うために必要な経費の一部として、別表第３に定める額を徴収するも

のとする。 

（乳児等通園支援の利用料の納付） 

第５０条 市長は、乳児等通園支援の利用があったときは、速やかにその利用

料の納付について、乳児等通園支援利用者に通知するものとする。 

２ 乳児等通園支援利用者は、前項の規定による通知を受けたときは、市長の

指定する期日までに利用料を納付しなければならない。 

別表第２の次に次の１表を加える。 

別表第３（第４９条関係） 

乳児等通園支援を利用する乳児又は幼児

の属する世帯の区分 

利用時間１時間当たりの利

用料 

生活保護法による被保護世帯（単給世帯

を含む。） 

０円 

市町村民税非課税世帯、市町村民税所得

割合算額が７７，１０１円未満の世帯又

は児童福祉法第２５条の２第１項に規定

する要保護児童若しくは要支援児童のい

る世帯等のうち、利用料を軽減すること

が適当であると認められる世帯 

１００円 

上記以外の世帯 ３００円 

   附 則 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



 津市産後ケア事業実施規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

津市規則第２９号 

   津市産後ケア事業実施規則の一部を改正する規則 

 津市産後ケア事業実施規則（平成２６年津市規則第４５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条を次のように改める。 

（対象者） 

第２条 事業を利用することができる者は、本市の区域内に住所を有し、事業

を必要とする者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 ⑴ 出産後１年以内の女子 

⑵ 自宅において養育が可能である乳児（前号の者と事業を利用する場合に

限る。） 

 ⑶ 流産又は死産後１年以内の女子 

 ⑷ その他市長が支援の必要があると認める者 

 第８条を次のように改める。 

（自己負担額） 

第８条 利用者又は利用者の保護者は、別表に掲げる額を１日当たりの自己負

担額として委託医療機関等に支払うものとする。 

 別表を次のように改める。 

別表（第８条関係） 

利用種別 区分 
市町村民税課税

世帯 

市町村民税非

課税世帯 
生活保護受給世帯 

宿泊型 母子 ３，５００円 １，７５０円 ０円

母のみ ３，０００円 １，５００円 ０円

通所型 母子 ２，０００円 １，０００円 ０円

母のみ 

訪問型 母子 １，２００円 ６００円 ０円

母のみ 



 備考 

 １ 市町村民税課税世帯に属する利用者が、多生児について事業を利用する

場合は、２人目以降の多生児１人につき、宿泊型（母子）にあっては１日

当たり１，０００円を、宿泊型（母のみ）にあっては１日当たり８００円

を、通所型にあっては１日当たり３００円を、訪問型にあっては１日当た

り１００円をそれぞれ加算する。 

 ２ 市町村民税非課税世帯に属する利用者が、多生児について事業を利用す

る場合は、２人目以降の多生児１人につき、宿泊型（母子）にあっては１

日当たり５００円を、宿泊型（母のみ）にあっては１日当たり３００円を、

通所型にあっては１日当たり１５０円を、訪問型にあっては１日当たり５

０円をそれぞれ加算する。 

 第１号様式中 

「２ 子の氏名・性別            （ 男 ・ 女 ） 

 ３ 出産施設名 

 ４ 分娩（出生）日       年  月  日 

 ５ 利用施設 

 ６ 利用種別       宿泊  ・  通所  ・  訪問 

 ７ 利用予定期間   年  月  日から   年  月  日まで 

 ８ 医療機関等の意見 

               意見記入者             」 

「２ 出産日（その他） 

３ 利用予定期間                        」 

改める。 

 第２号様式中 

「１ 利用期間      年  月  日から  年  月  日まで  

                        （    日間）  

２ 利用施設                           

３ 利用形態       宿泊  ・  通所  ・  訪問   」 

「利用期間                            」に 

改める。 

附 則 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市産後ケア事業実施規則の規定は、この規則の施行の日以後の 

を 

に 

を 



利用に係る事業について適用し、同日前の利用に係る事業については、なお

従前の例による。 



 

津市都市計画法施行取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸          

 

津市規則第３０号 

津市都市計画法施行取扱規則の一部を改正する規則 

津市都市計画法施行取扱規則（平成１８年津市規則第１９４号）の一部を次

のように改正する。 

第１号様式及び第２号様式中「あて先」を「宛先」に改め、「○印 」を削り、 

「 

 

 

「 

 

 

 

第３号様式中「ウ 未線引区域」を「ウ 非線引区域 エ 都市計画区域外」 

「ア 用途地域      「ア 用途地域（         ） 

イ その他の地域地区」  イ その他の地域地区（     ）」 

「公園施設」を「公園・緑地施設」に改める。 

第４号様式中「あて先」を「宛先」に改め、同様式に次のように加える。 

備考 権利者（法人その他の団体にあっては、代表者）の氏名を自署する場

合は、押印を省略することができます。 

第５号様式中「あて先」を「宛先」に改め、同様式に次のように加える。 

備考 申請者の欄については申請者（法人その他の団体にあっては、代表者）

の氏名を、使用者の欄については使用者（法人その他の団体にあっては、

代表者）の氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。 

                「開発区域の面積 

第６号様式中「開発区域の面積」を         に改める。 

                 条件     」 

第６号様式の２中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

法令による 

登録番号等 

法令名 
登録番号等 
許可日又は有効期間 

 

法令による 

登録番号等 
 

 
」

」

を 

改める。 

に 

に、 を に、 



 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

届出者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

「               「 

 

 

 

 

 

 

 

第６号様式の４中「第６条の２」を「第６条の３」に、「あて先」を「宛先」

に改め、「□印 」を削り、 

「 

 

 

自己の居住の用に供するもの、 

自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

自己居住用・自己業務用・その他のもの 

所在地及び地番 地目 
公 簿 
面 積 
（㎡） 

   

   

   

 
」 

を 

地名 地番 地目 
地 積 
（㎡） 

    

    

    

 
」 

に改める。 

を 

」 

を 

」 

に、 



 

 

 

「 

 

 

に 

 

 

」 

改め、同様式備考１を次のように改める 

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１０

条第１項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成若しく

は特定盛土等に関する工事又は第２６条第１項の特定盛土等規制区域内

において行われる特定盛土等に関する工事は、この協議が成立すること

により、同法第１２条第１項又は第３０条第１項の許可を受けたものと

みなす。 

 

 

 

る。 

 第７号様式を次のように改める。  

」 

「予定建築物等の用途 

          に改め 

条件       」 

第６号様式の５中「予定建築物等の用途」を 

自己の居住の用に供するもの、 

自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

自己居住用・自己業務用・その他のもの 

都市計画法第 34 条の該当する

号及び該当する理由 
 

そ の 他 必 要 な 事 項  

 

自己の居住の用に供するもの、 

自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

自己居住用・自己業務用・その他のもの 

そ の 他 必 要 な 事 項  

 



 

第７号様式（第７条関係） 

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書 

年  月  日 

 （宛先）津市長 

（〒      ）     

住 所              

申請者 氏 名            

  

法人その他の団体にあっては、

主たる事務所又は事業所の所在

地、名称及び代表者の氏名 

 

電 話              

 

住 所               

連絡先 氏 名              

電 話               
 

住 所              

                  代理人 氏 名             

電 話              

 都市計画法第 35 条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可を申請しま

す。 

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要 

１ 
開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 

市 街 化 区 域 

市 街 化 調 整 区 域 

非 線 引 

都 市 計 画 区 域 外 

所在地及び地番 

２ 開 発 区 域 の 面 積 地目 公簿面積 

㎡ 

実測面積 

㎡ 

３ 予定建築物等の用途   

４ 

自己の居住の用に供す 

るもの、自己の業務の 

用に供するもの、その

他のものの別 

  

自己居住用・自己業務用・その他のもの 

５ 工事施行者住所氏名  



 

６ 

都市計画法第 34 条の

該当する号及び該当

す る 理 由 

 

７ そ の 他 必 要 な 事 項 
  

開 発 行 為 許 可 の年

月 日 及 び 番 号 
    年  月  日      第   号 

変 更 の 理 由 
  

申 請 手 数 料 円   

  



 

 

 

 

第８号様式の２中「あて先」を「宛先」に改め、「□印 」を削り、同様式備考

１を次のように改める。 

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１０

条第１項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成若しく

は特定盛土等に関する工事又は第２６条第１項の特定盛土等規制区域内

において行われる特定盛土等に関する工事は、この協議が成立すること

により、同法第１２条第１項又は第３０条第１項の許可を受けたものと

みなす。 

第９号様式を次のように改める。 

「開発区域の面積 

        に改める。 

条件     」 

第８号様式中「開発区域の面積」を 



 

第９号様式（第８条関係） 

開 発 行 為 変 更 届 出 書 

年  月  日  

 （宛先）津市長 

（〒      ）     

住 所              

届出者 氏 名              

  法人その他の団体にあっては、主

たる事務所又は事業所の所在地、

名称及び代表者の氏名 

 

電 話              

 
住 所              

連絡先 氏 名              
電 話              

 
        住 所               

 代理人 氏 名              
電 話               

 都市計画法第35条の２第３項の規定により、開発行為の変更について次のとおり届け出ます。 

１ 開発許可年月日及び

番 号 
年  月  日      第     号 

２ 開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 
所在地及び地番 

３ 変 更 に 係 る 事 項  

（変更前） 

（変更後） 

４ 変 更 年 月 日  

５ 変 更 の 理 由  

  



 

第１０号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

届出者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

届出者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

「 

」 

「 

」 

「 

 

 

 

 

 

  

連 絡 先 
住所 
氏名 

電話        

工 事 施 行 者 
住所 
氏名 

電話        

工 事 監 理 者 
又 は 設 計 者 

住所 
氏名 

電話          

 
」

を

」 

を

」 

に、「第１０条」を「第９条」に、 

開発区域に含まれ 
る 地 域 の 名 称 

 

 

を 

開発区域に含まれ 
る 地 域 の 名 称 

所在地及び地番 

 

に、 



 

「 

 

 

 

 

 

                                 」 

改める。 

「許 可 番 号        第    号 

許 可 者       津市長    」 

「許 可 番 号        第    号」に、 

「開 発 区 域 の 面 積 

予 定 建 築 物 等 の 用 途」 

「工 事 監 理 者 の 住所 

           氏名       電話」 

第１１号様式の２及び第１１号様式の３中「あて先」を「宛先」に改め、

「○印 」を削る。 

第１２号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

に

」

を

に改める。 

連 絡 先 担当者               電話 

夜 間 連 絡 先 担当者               電話 

工 事 施 行 者 
住所又は所在地 
氏名又は名称 
担当者               電話       

設 計 者 
住所又は所在地 
名称又は名称 
担当者               電話        

 

を 第１１号様式中 

を「開 発 区 域 の 面 積」に改 

を削る。 め、 



 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 

 

 

 

第１４号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

可」に改める。 

  

「予定建築物等の用途 

 

条件       」 

第１３号様式中「予定建築物等の用途」を に改める。 

に、「開発許可」を「開発行為許 

」

」

を

」



 

 

 第１５号様式中「土地の面積」を 

  

第１６号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

 

 

 

第１７号様式の２中「あて先」を「宛先」に改め、「□印 」を削る。 

 

 

 

  

「建築物等の用途 

 

条件     」 

第１７号様式中「建築物等の用途」を に改める。 

「建築物等の用途 

 

条件     」 

第１７号様式の３中「建築物等の用途」を に改める。 

」

」

に改める。 

「土地の面積 

       に改める。 

条件   」 

を



 

 

 

 

第１８号様式の２中「あて先」を「宛先」に改め、「□印 」を削る。 

                      「予定建築物等の用途 

第１８号様式の３中「予定建築物等の用途」を           に改 

                       条件       」 

める。 

第１９号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

届出者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

第２０号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

「土地の面積 

 

条件   」 

第１８号様式中「土地の面積」を に改める。 

」

を

」

に改める。 



 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

第２２号様式中 

「 

 

 

 

「 

 

 

 

 

る。 

第２３号様式中「あて先」を「宛先」に改め、「○印 」を削る。 

第２４号様式の２中「あて先」を「宛先」に改め、「□印 」を削る。 

第２６号様式中「あて先」を「宛先」に、 

」

工 事 完 了 検 査 

工区 年 月 日第 号 公告 年 月 日第 号 

工区 年 月 日第 号 公告 年 月 日第 号 

工区 年 月 日第 号 公告 年 月 日第 号 

工区 年 月 日第 号 公告 年 月 日第 号 

工区 年 月 日第 号 公告 年 月 日第 号 

 

」

を

に改め 工 事 完 了 検 査 

検 査 済 証 

工区 年 月 日 第 号 

工区 年 月 日 第 号 

工区 年 月 日 第 号 

工区 年 月 日 第 号 

工区 年 月 日 第 号 

公 告 

 年 月 日 第 号 

 年 月 日 第 号 

 年 月 日 第 号 

 年 月 日 第 号 

 年 月 日 第 号 

 

」

を 

」

に改める。 



 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話           」 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

 

 

「 

                                   

 

「 

 

 

 

 

 

改める。  

を

」

に、「第６０条」を 

用 途   構 造   

階 数   延べ面積 ㎡ 

 
」 

工事種別  新築  増築  改築  その他（          ） 

用 途 
  

構 造 
  

階 数 
  延 べ 床 

面 積 ㎡ 

 
」

に、 

を

に

「    第１項 
 第６０条 
     第２項」 

    第１項 
第６０条 

     第２項」 



 

        「土地の所在、地番 

第２７号様式中  

         建築物等の用途、構造、規模」 

 

 

 

 

建築物等の用途    」 

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

に改める。 

「建築主の住所、氏名 

 

土地の所在、地番、面積 

 

 

を 



 

土地譲渡益重課税制度及び長期譲渡所得課税の特例制度に係る優良宅地認定

事務に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第３１号 

土地譲渡益重課税制度及び長期譲渡所得課税の特例制度に係る優良宅地

認定事務に関する規則の一部を改正する規則 

土地譲渡益重課税制度及び長期譲渡所得課税の特例制度に係る優良宅地認定

事務に関する規則（平成１８年津市規則第２０５号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第１項中「、第６３条第３項第５号イ又は第６８条の６９第３項第５

号イ」を「又は第６３条第３項第５号イ」に改め、同条第２項中「、第６３条

第３項第７号イ又は第６８条の６９第３項第７号イ」を「又は第６３条第３項

第７号イ」に改める。 

第９条第１項中「、第６３条第３項第５号イ又は第６８条の６９第３項第５

号イ」を「又は第６３条第３項第５号イ」に改める。 

第１号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

」

を



 

 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 

 

 

 

 

 

める。 

第２号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

」 

に、 

「 第２８条の４第３項第５号イ 

第３１条の２第２項第１４号ハ 

第６２条の３第４項第１４号ハ 

第６３条第３項第５号イ 

第６８条の６９第３項第５号イ 」

を 

「 
第２８条の４第３項第５号イ 

第３１条の２第２項第１４号ハ 

第６２条の３第４項第１４号ハ 

第６３条第３項第５号イ 
」 

に改 

」

を

に、 



 

代理人 氏 名 

    電 話 

 

 

 

 

る。 

 

 

 

 

 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

」 

「第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第７号イ 

第６８条の６９第３項第７号イ 」 

を 

「
第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第７号イ 
」

に改め 

「第２８条の４第３項第５号イ 

第３１条の２第２項第１４号ハ 

第６２条の３第４項第１４号ハ 

第６３条第３項第５号イ 

第６８条の６９第３項第５号イ 」

を 第３号様式中 

第２８条の４第３項第５号イ 

第３１条の２第２項第１４号ハ 

第６２条の３第４項第１４号ハ 

第６３条第３項第５号イ 
」

に改める。 

「第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第７号イ 

第６８条の６９第３項第７号イ 」

を 第４号様式中 

「
第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第７号イ 
」

に改める。 

」

を



 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

 

 

 

 

 

める。 

第７号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

届出者 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

届出者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

」 

に、 

「第２８条の４第３項第５号イ 

第３１条の２第２項第１４号ハ 

第６２条の３第４項第１４号ハ 

第６３条第３項第５号イ 

第６８条の６９第３項第５号イ 」

を 

「
第２８条の４第３項第５号イ 

第３１条の２第２項第１４号ハ 

第６２条の３第４項第１４号ハ 

第６３条第３項第５号イ 
」

に改 

」 

を



 

 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 

 

第８号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「          （〒     ） 

住 所 

届出者（承継人） 氏 名       ○印 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「            （〒     ） 

住 所 

届出者（承継人） 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

              電 話 
 

第９号様式中「あて先」を「宛先」に、 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名       ○印 

」 

に改める。 

」

を

」

に改める。 



 

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 

「     （〒     ） 

住 所 

申請者 氏 名        

法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在 

地、名称及び代表者の氏名 

電 話 
 

住 所 

連絡先 氏 名 

電 話 
 

住 所 

代理人 氏 名 

    電 話 
 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

を

」 

に、 

「 第２８条の４第３項第５号イ 

第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第５号イ 

第６３条第３項第７号イ 

第６８条の６９第３項第５号イ 

第６８条の６９第３項第７号イ 」 

を 

「 

」

に改め 

第２８条の４第３項第５号イ 

第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第５号イ 

第６３条第３項第７号イ 

「 第２８条の４第３項第５号イ 

第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第５号イ 

第６３条第３項第７号イ 

」

を 第１０号様式中 

「
第２８条の４第３項第５号イ 

第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第５号イ 

第６３条第３項第７号イ 

第６８条の６９第３項第５号イ 

第６８条の６９第３項第７号イ 



 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

」 

に改める。 

第２８条の４第３項第５号イ 

第２８条の４第３項第７号イ 

第６３条第３項第５号イ 

第６３条第３項第７号イ 



 

 津市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第３２号 

   津市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 津市市税条例施行規則（平成１８年津市規則第３８号）の一部を次のように

改正する。 

 第１２条の表第９号中「含む」の次に「。以下同じ」を、「もの」の次に

「（次号による減免の適用を受ける者を除く。）」を加え、同表中第１３号を

第１４号とし、第１０号から第１２号までを１号ずつ繰り下げ、第９号の次に

次のように加える。 

10 特定非常災害の被害者の権利利

益の保全等を図るための特別措置

に関する法律（平成８年法律第８

５号）第２条第１項に規定する災

害（以下「特定非常災害」という。）

により自己の所有に係る住宅につ

いて被害を受けた者で、次に該当

するもの 

当該事由が発生した日以後の納期に

係る納付額のうち次に該当する額 

ア 前年中の合計所得金額が５０

０万円以下であった者 

(ｱ) 災害に係る住家の被害認定基準

において被害の程度が中規模半壊

又は大規模半壊であるときは、納

付額の５割の額 

 (ｲ) 災害に係る住家の被害認定基準

において被害の程度が全壊のとき

は、納付額の全額 

イ 前年中の合計所得金額が５０ 

０万円を超え７５０万円以下で

あった者 

(ｱ) 災害に係る住家の被害認定基準

において被害の程度が中規模半壊

又は大規模半壊であるときは、納

付額の２．５割の額 

 (ｲ) 災害に係る住家の被害認定基準



 

において被害の程度が全壊のとき

は、納付額の５割の額 

ウ 前年中の合計所得金額が７５

０万円を超え１，０００万円以

下であった者 

(ｱ) 災害に係る住家の被害認定基準

において被害の程度が中規模半壊

又は大規模半壊であるときは、納

付額の１．２５割の額 

 (ｲ) 災害に係る住家の被害認定基準

において被害の程度が全壊のとき

は、納付額の２．５割の額 

 第１３条の表第５号中「該当する固定資産」の次に「（次号による減免の適

用を受けるものを除く。）」を加え、同表中第７号を第８号とし、第６号を第

７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

６ 特定非常災害による損害金額が

２割以上であると認められる家屋

で、次に該当する固定資産 

当該事由が発生した日以後に到来す

る納期限に係る当該固定資産に対す

る固定資産税額のうち、当該事由に

より損害を受けた部分に対応する固

定資産税額で、次に該当する率を当

該税額に乗じて得た額 

（非住家）  

ア  主要な構成要素の経済的被害

の家屋全体に占める損害割合が

５割以上である場合 

１０割 

イ  主要な構成要素の経済的被害

の家屋全体に占める損害割合が

４割以上５割未満である場合 

８割 

ウ 主要な構成要素の経済的被害

の家屋全体に占める損害割合が

３割以上４割未満である場合 

６割 

エ 主要な構成要素の経済的被害

の家屋全体に占める損害割合が

２割以上３割未満である場合 

４割 

（住家）  

ア 災害に係る住家の被害認定基 １０割 



 

準において全壊と判定された場

合 

イ 災害に係る住家の被害認定基

準において大規模半壊と判定さ

れた場合 

８割 

ウ 災害に係る住家の被害認定基

準において中規模半壊と判定さ

れた場合 

６割 

 

エ 災害に係る住家の被害認定基

準において半壊と判定された場

合 

４割 

 第１６条の見出し中「種別割の」を削り、同条第１項中「種別割額（」を

「軽自動車税額（」に、「「当該種別割額」を「「当該軽自動車税額」に改め、

同項の表中「種別割の」を削り、「当該種別割額」を「当該軽自動車税額」に

改め、同条第２項中「当該種別割額から」を「軽自動車税額から」に改め、同

項の表中「種別割の」を削り、「当該種別割額」を「当該軽自動車税額」に改

める。 

 第１７条の２の次に次の１条を加える。 

 （職権による減免） 

第１７条の３ 条例第５１条第２項ただし書又は第７１条第２項ただし書に規

定する市長が減免する必要があると認める場合は、特定非常災害により損害

が生じた場合とする。 

 第１８条中「場合」の次に「（条例第５１条第２項ただし書又は第７１条第

２項ただし書に規定する場合を含む。）」を加え、同条ただし書中「前条」を

「第１７条の２」に改める。 

 第１８条の２を削る。 

 別記６の項の次に次のように加える。 

６の２ 減免決定通知書（職権） 第１８条 

 別記６４の項中「軽自動車税種別割納税通知書」を「軽自動車税納税通知書」

に、「第４６３条の１８第２項」を「法第４５１条第２項」に改め、同別記６ 

８の項中「軽自動車税種別割減免申請書」を「軽自動車税減免申請書」に改め 

る。 

  第６号様式の次に次の様式を加える。



 

第６号様式の２（第２１条関係） 

減 免 決 定 通 知 書（職権） 

津市指令（記号番号）  

年  月  日  

 （氏 名） 様 

津市長 （氏 名） 印   

 

   （名 称）税に係る減免について次のとおり決定しましたので通知します。 

 

年度 年度 税目 （名 称）税 減免する税額 円 

   

 

 

  

決定の理由 

  

教示 この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以

内に、津市長に対して審査請求をすることができます。 

   また、この審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に、津

市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。 

   なお、この訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができ

ないこととされていますが、行政事件訴訟法第８条第２項各号のいずれかに該当するとき

は、裁決を経ないで、訴えを提起することができます。 

 

 



 

 第３７号様式その２及び第３７号様式その３中「軽自動車税種別割納税証明

書」を「軽自動車税納税証明書」に改める。 

第６４号様式その１（表）中「軽自動車税種別割 領収済通知書」を「軽自

動車税 領収済通知書」に、「軽自動車税種別割 納付書」を「軽自動車税 

納付書」に、「軽自動車税種別割 納税通知書兼領収証書」を「軽自動車税 

納税通知書兼領収証書」に、「軽自動車税種別割車検用納税証明書」を「軽自

動車税車検用納税証明書」に改める。 

第６４号様式その２（表）中「年度軽自動車税種別割納税通知書」を「年度

軽自動車税納税通知書」に、「年度軽自動車税種別割課税明細書」を「年度軽

自動車税課税明細書」に改める。 

 第６７号様式中「軽自動車税種別割」を「軽自動車税」に改める。 

 第６８号様式その１中「軽自動車税種別割減免申請書」を「軽自動車税減免

申請書」に、「、軽自動車税種別割」を「、軽自動車税」に改める。 

第６８号様式その２中「軽自動車税種別割減免申請書」を「軽自動車税減免

申請書」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



津市訓令第２号 

庁中一般  

出先機関  

 津市事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

   津市事務専決規程の一部を改正する訓令 

 津市事務専決規程（平成１８年津市訓令第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第２個別専決事項の表健康福祉部の表こども政策課の部第３項中「とい

う。）」の次に「並びに乳児等通園支援事業者」を、「こと」の次に「（幼稚

園に関することを除く。）」を加え、同部第１４項を削り、同部第１５項を同

部第１４項とする。 

 別表第２個別専決事項の表健康福祉部の表保育こども園課の部第８項中「及

び子育てのための施設等利用給付」を「、子育てのための施設等利用給付及び

乳児等のための支援給付」に改める。 

   附 則 

 この訓令は、令和８年４月１日から施行する。 



津市訓令第３号 

庁中一般  

出先機関  

 津市支所及び出張所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

   津市支所及び出張所処務規程の一部を改正する訓令 

第１条 津市支所及び出張所処務規程（平成１８年津市訓令第１号）の一部を

次のように改正する。 

  別表第１久居総合支所の表地域振興課の部産業振興担当の項第２３号及び

河芸総合支所、芸濃総合支所、美里総合支所、安濃総合支所、香良洲総合支

所、一志総合支所、白山総合支所及び美杉総合支所の表地域振興課の部産業

振興・環境担当の項第２２号中「農用地利用集積計画に係る受付及び入力並

びに」を「農地中間管理事業に係る受付及び」に改める。 

  別表第２安濃総合支所の部を次のように改める。 

安濃総合支

所 

地域振興課 総務担当 津市サンヒルズ安濃の管理に関

すること。 

産業振興・

環境担当 

市営墓地に関すること。 

津市安濃工業会館の管理に関す

ること。 

第２条 津市支所及び出張所処務規程の一部を次のように改正する。 

  別表第２安濃総合支所の部を次のように改める。 

安濃総合支

所 

地域振興課 総務担当 津市サンヒルズ安濃の管理に関

すること。 

産業振興・

環境担当 

市営墓地に関すること。 

   附 則 

 この訓令は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第１条中別表第２の

改正規定は同年７月１日から、第２条の規定は令和９年４月１日から施行する。 

 

 



津市訓令第４号 

庁中一般 

出先機関 

 津市会計年度任用職員の任用、勤務条件及び身分取扱いに関する規程の一部

を改正する訓令を次のように定める。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

   津市会計年度任用職員の任用、勤務条件及び身分取扱いに関する規程の

一部を改正する訓令 

津市会計年度任用職員の任用、勤務条件及び身分取扱いに関する規程（令和

２年津市訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

第８条第３項中「及び第１５号の休暇並びに別表第２第２号、第３号及び第

８号」を「、第１５号、第１８号及び第１９号の休暇並びに別表第２第５号」

に改める。 

 別表第１第１５号中「別表第２第３号ア及びウ」を「第１９号ア及びウ」に

改め、同表第１６号中「別表第２第４号から第６号まで」を「別表第２第１号

から第３号まで」に改め、同表に次のように加える。 

⒄ 生後１年に達しない子を育てる会計

年度任用職員が、その子の保育のため

に必要と認められる授乳等を行う場合

１日２回それぞれ３０分以内の

期間（男子の会計年度任用職員

にあっては、その子の当該会計

年度任用職員以外の親（当該子

について民法（明治２９年法律

第８９号）第８１７条の２第１

項の規定により特別養子縁組の

成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審

判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であって当該子

を現に監護するもの又は児童福

祉法（昭和２２年法律第１６４

号）第２７条第１項第３号の規



定により当該子を委託されてい

る同法第６条の４第２号に規定

する養子縁組里親（以下「養子

縁組里親」という。）である者

若しくは同条第１号に規定する

養育里親である者（同法第２７

条第４項に規定する者の意に反

するため、同項の規定により、

養子縁組里親として当該子を委

託することができない者に限

る。）を含む。）が当該会計年

度任用職員がこの号の休暇を使

用しようとする日におけるこの

号の休暇（これに相当する休暇

を含む。）を承認され、又は労

働基準法第６７条の規定により

同日における育児時間を請求し

た場合は、１日２回それぞれ３

０分から当該承認又は請求に係

る各回ごとの期間を差し引いた

期間を超えない期間） 

⒅ 中学校就学の始期に達するまでの子

（配偶者の子を含む。以下この号にお

いて同じ。）を養育する会計年度任用

職員（１週間の勤務日が３日以上とさ

れている者又は週以外の期間によって

勤務日が定められている者（１年間の

勤務日が１２１日以上である会計年度

任用職員に限る。）に限る。）が、そ

の子の看護等（負傷し、若しくは疾病

にかかったその子の世話、疾病の予防

を図るために必要なものとして市長が

一の年度において５日（その養

育する中学校就学の始期に達す

るまでの子が２人以上の場合に

あっては、１０日）（勤務日ご

との勤務時間の時間数が同一で

ない会計年度任用職員にあって

は、その者の勤務時間を考慮

し、市長が別に定める時間）の

範囲内の期間 



定めるその子の世話若しくは学校保健

安全法（昭和３３年法律第５６号）第

２０条の規定による学校の休業その他

これに準ずるものとして市長が定める

事由に伴うその子の世話を行うこと又

はその子の教育若しくは保育に係る行

事のうち市長が定めるものへの参加を

することをいう。）のため勤務しない

ことが相当であると認められる場合 

 

⒆ 次に掲げる者で、負傷、疾病又は老

齢により２週間以上の期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるもの（以

下この号において「要介護者」とい 

う。）の介護その他の市長が定める世

話を行う会計年度任用職員（１週間の

勤務日が３日以上とされている者又は

週以外の期間によって勤務日が定めら

れている者（１年間の勤務日が１２１

日以上である会計年度任用職員に限 

る。）に限る。）が、当該世話を行う

ため勤務しないことが相当であると認

められる場合 

ア 配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下この号において同じ。）、

父母、子及び配偶者の父母 

イ 祖父母、孫及び兄弟姉妹 

ウ 会計年度任用職員又は配偶者との

間において事実上父母と同様の関係

にあると認められる者及び当該職員

との間において事実上子と同様の関

係にあると認められる者（当該会計

一の年度において５日（要介護

者が２人以上の場合にあって

は、１０日）（勤務日ごとの勤

務時間の時間数が同一でない会

計年度任用職員にあっては、そ

の者の勤務時間を考慮し、市長

が定める時間）の範囲内の期間 



年度任用職員と同居しているものに

限る。）で市長が定めるもの 
 

⒇ 会計年度任用職員が骨髄移植のため

の骨髄液の提供希望者としてその登録

を実施する者に対して登録の申出を行

い、又は骨髄移植のため配偶者、父 

母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液

を提供する場合で、当該申出又は提供

に伴い必要な検査、入院等のため勤務

しないことがやむを得ないと認められ

るとき 

必要と認められる期間 

別表第２中第１号から第３号までを削り、第４号を第１号とし、第５号を第

２号とし、同表第６号中「又は疾病」を「若しくは疾病又は通勤による負傷若

しくは疾病」に改め、同号を同表第３号とし、同表第７号を削り、同表第８号

を同表第４号とする。 

   附 則 

この訓令は、令和８年４月１日から施行する。 



津市告示第４９号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定に基づき、指

定居宅介護支援事業の廃止に係る届出がされたので、同法第８５条第２号の規

定により告示する。 

令和８年３月１６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  三重県 

２ 事業所の名称 

  三重県身体障害者総合福祉センター 

３ 事業所の所在地 

  津市一身田大古曽６７０番地２ 

４ 廃止年月日 

令和８年３月３１日 

５ サービスの種類 

居宅介護支援 



津市告示第５０号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定に基づき、指

定居宅介護支援事業の廃止に係る届出がされたので、同法第８５条第２号の規

定により告示する。 

令和８年３月１６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  有限会社 ケアーサービス親和 

２ 事業所の名称 

  有限会社 ケアーサービス親和 指定居宅介護支援事業所 

３ 事業所の所在地 

  津市栄町一丁目８５１番地 

４ 廃止年月日 

令和８年３月３１日 

５ サービスの種類 

居宅介護支援 



津市告示第５１号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定に基づき、指

定居宅介護支援事業の廃止に係る届出がされたので、同法第８５条第２号の規

定により告示する。 

令和８年３月１６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社平野 

２ 事業所の名称 

  ケアプランセンター ヒラノ 

３ 事業所の所在地 

  津市雲出本郷町１４２２番地５４ 

４ 廃止年月日 

令和８年３月３１日 

５ サービスの種類 

居宅介護支援 



津市告示第５２号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定に基づき、指

定居宅介護支援事業の廃止に係る届出がされたので、同法第８５条第２号の規

定により告示する。 

令和８年３月１６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  株式会社エイト新興 

２ 事業所の名称 

  居宅介護支援事業所エイトライフ 

３ 事業所の所在地 

  津市久居小野辺町１３０２番地１ 

４ 廃止年月日 

令和８年３月３１日 

５ サービスの種類 

居宅介護支援 



津市告示第５３号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成６年津市告示第７６号で認可した地縁による団体から告示された事項

に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示す

る。 

令和８年３月１７日 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

河辺町自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和８年３月１日の定期総会において改選さ

れたため。 

 

 



津市告示第５４号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第５１条の２０第１項の規定による指定特定相談支援事業者

を次のとおり指定したので、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律第５１条の３０第２項の規定により告示する。 

令和８年３月１９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  合同会社一松 

２ 事業所の名称 

  相談支援事業所 pi-no 

３ 事業所の所在地 

  津市東丸之内 15-3 第 2 ヴィラ瓢亭 402 

４ 指定年月日 

令和８年３月１日 

５ 指定事業の種類 

特定相談支援 

６ 事業所番号 

  特定相談支援事業所 ２４３０５０２９９３ 



津市告示第５５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び津市財政

公表条例（平成１８年津市条例第５１号）の規定により、令和８年２月２８日

現在の財政状況を次のとおり告示する。 

  令和８年３月２４日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

公表内容 

１ 会計別歳入歳出予算の執行状況 

２ 一般会計予算の収入及び目的別支出状況 

３ 市債の状況 

４ 基金の状況 

５ 市有財産の状況 

６ 市税の負担状況 

 



令和8年2月28日現在

           (単位:千円)

予算現額 収入済額 比率 予算現額 支出済額 比率

142,200,702 97,125,386 68.3% 142,200,702 93,310,527 65.6%

26,235,702 19,060,417 72.7% 26,235,702 20,900,296 79.7%

59,902 18,563 31.0% 59,902 37,067 61.9%

31,466,692 23,235,080 73.8% 31,466,692 26,531,983 84.3%

8,447,407 3,493,693 41.4% 8,447,407 6,860,301 81.2%

126,856 1,317 1.0% 126,856 65,009 51.2%

20,105 19,300 96.0% 20,105 6,665 33.2%

512 31 6.1% 512 70 13.7%

１　会計別歳入歳出予算の執行状況

住宅新築資金等貸付
事 業 特 別 会 計

土 地 区 画 整 理 事 業
特 別 会 計

会　　計　　名
歳　　　　　入 歳　　　　　出

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計
（ 事 業 勘 定 ）

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計
（直営診療施設勘定）

後期高齢者医療事業
特 別 会 計

椋 本 財 産 区
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計



　（１）　収　　入 単位：千円

予算現額　A 収入済額　B 率（B/A) %

1 市 税 43,330,873 37,914,848 87.5%

2 地 方 譲 与 税 1,143,000 767,755 67.2%

3 利 子 割 交 付 金 18,000 67,869 377.1%

4 配 当 割 交 付 金 260,000 97,808 37.6%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 250,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 845,000 643,729 76.2%

7 地 方 消 費 税 交 付 金 6,968,000 5,637,492 80.9%

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 257,000 193,916 75.5%

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

10 環 境 性 能 割 交 付 金 160,000 108,974 68.1%

11 国有提供施設等所在市町村助成交付金 43,000 44,301 103.0%

12 地 方 特 例 交 付 金 256,542 256,542 100.0%

13 地 方 交 付 税 21,107,490 21,817,385 103.4%

14 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 28,000 13,973 49.9%

15 分 担 金 及 び 負 担 金 1,906,216 439,032 23.0%

16 使 用 料 及 び 手 数 料 1,991,338 1,581,432 79.4%

17 国 庫 支 出 金 27,872,389 16,037,011 57.5%

18 県 支 出 金 10,627,065 4,064,736 38.2%

19 財 産 収 入 318,647 327,143 102.7%

20 寄 附 金 413,471 403,789 97.7%

21 繰 入 金 14,386,614 5,600,000 38.9%

22 繰 越 金 466,767 466,767 100.0%

23 諸 収 入 1,276,689 640,884 50.2%

24 市 債 8,274,600

142,200,702 97,125,386 68.3%

2　一般会計予算の収入及び目的別支出状況

合　　　　　　　計

区　　　　　　分

令和8年2月28日現在



　（２）　支　　出 単位：千円

予算現額　A 支出済額　B 比率（B/A) %

1 議 会 費 562,292 512,039 91.1%

2 総 務 費 19,563,653 13,654,177 69.8%

3 民 生 費 54,442,413 37,209,819 68.3%

4 衛 生 費 11,099,919 7,265,691 65.5%

5 労 働 費 53,465 46,717 87.4%

6 農 林 水 産 業 費 2,198,787 1,145,807 52.1%

7 商 工 費 2,822,423 681,986 24.2%

8 土 木 費 18,076,214 12,460,285 68.9%

9 消 防 費 7,939,299 5,005,445 63.0%

10 教 育 費 14,095,740 9,645,639 68.4%

11 災 害 復 旧 費 58,213 56,167 96.5%

12 公 債 費 11,166,404 5,626,755 50.4%

13 諸 支 出 金 22,100

14 予 備 費 99,780

142,200,702 93,310,527 65.6%合　　　　　　　計

区　　　　　　　　分



1 42,325,188 52.2

（1） 総 務 16,537,883 20.4

（2） 民 生 1,073,086 1.3

（3） 衛 生 1,298,895 1.6

（4） 農 林 水 産 業 1,496,461 1.8

（5） 商 工 639,569 0.8

（6） 土 木 13,369,707 16.5

（7） 消 防 1,303,641 1.6

（8） 教 育 6,605,946 8.2

2 203,394 0.2

（1） 農 林 水 産 業 2,785 0.0

（2） 土 木 199,352 0.2

（3） 農 業 用 施 設 1,257 0.0

（4） 林 道 0 0.0

3 38,595,145 47.6

（1） 臨 時 財 政 対 策 債 38,274,575 47.2

（2） そ の 他 320,570 0.4

81,123,727 100.0

4,280 0.7

608,719 99.3

612,999 100.0

81,736,726

令和8年2月28日現在　一時借入金　　　　　0千円　　　　

計

未償還残高
　　　   (千円）

土 地 区 画 整 理

普　　　　通　　　　債

一 般
会 計

会 　計　 別

災　　害　　復　　旧　　債

合　　　　　　　　　　　　計

3　　市債の状況
令和8年2月28日現在

構成比
     （％）

特 別
会 計

国 民 健 康 保 険

計

区    　　　分

そ　　　　の　　　　他



単位：千円

種　　　　　　　　別 積立金現在高

財 政 調 整 基 金 13,841,912

減 債 基 金 2,295,164

椋 本 財 産 区 財 政 調 整 基 金 12,436

国 際 交 流 推 進 基 金 216,585

国 民 健 康 保 険 事 業 運 営 基 金 1,866,822

介 護 保 険 事 業 運 営 基 金 2,671,535

緑 化 基 金 102,538

文 化 振 興 基 金 216,228

ま ち づ く り 振 興 基 金 525,431

ふ る さ と 津 か が や き 基 金 391,976

公 共 施 設 整 備 基 金 36,814

環 境 対 策 推 進 基 金 652

美 杉 地 域 振 興 事 業 基 金 420,930

森 林 環 境 基 金 43,131

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 117,509

こ ど も 基 金 2,585,525

学 校 施 設 整 備 基 金 503,390

合　　　　　　計 25,848,578

4　基金の状況

令和8年2月28日現在



令和8年2月28日現在

令和8年2月28日現在

75,808 円 155,767 円

68,445 円 140,638 円

8,460 円 17,382 円

6,407 円 13,165 円

3,467 円 7,125 円

173 円 356 円

419 円 861 円

163,179 円 335,294 円

5  市有財産の状況

６　市税の負担状況

有 価 証 券 等

自 動 車

建 物

土 地

2,332,048千円

629台

1,088,752.53㎡

１ 人 当 た り 税 目

市 民 税

21,471,297.06㎡

１ 世 帯 当 た り

＊公営企業会計保有分除く

※人口265,542人、世帯数129,232世帯（令和8年2月28日現在）にて
算出しています。

入 湯 税

そ の 他

計

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税



津市告示第５６号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２０年津市告示第１２８号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

令和８年３月２５日 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

津市庄田町自治会 

２ 代表者の氏名及び住所並びに主たる事務所の所在地の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者及び主たる事務所の所在地の変更が、令和７年６

月２２日の臨時総会において承認されたため。 

 

 



津市告示第５７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１０年津市告示第５４号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和８年３月２５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  小舟自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 区域の変更 

（変更前） 

町 名 小 字 地 番 

小舟 

字北ノ垣

内 

１番１から３８番まで及び１１４２番から１１

４９番まで 

字南ノ垣

内 

４０８番１から４５６番１まで、４５６番５から

４５６番１０まで、４７０番から４７８番２ま

で、４８４番から４８５番３まで、５０２番から

５２２番まで、５２８番１から５５３番３まで、

５５９番１から５５９番３まで及び１１８０番

から１１９５番まで 

字八幡田 
７４９番３から７６１番３まで、１２９５番及び

１２９６番 

字東浦 

４００番１１、４０２番３から４０３番２まで、

１１５６番から１１６５番まで及び１１７０番

から１１７３番まで 

 

（変更後） 

町 名 小 字 地 番 

小舟 字北ノ垣 １番１から３８番まで及び１１４２番から１１



内 ４９番まで 

字南ノ垣

内 

４０８番１から４５６番１まで、４５６番５から

４５６番１０まで、４７０番から４７８番２ま

で、４８４番から４８５番３まで、５０２番から

５２２番まで、５２８番１から５５３番３まで、

５５９番３、５６０番及び１１８０番から１１９

５番まで 

字八幡田 
７４９番３から７６１番３まで、１２９５番及び

１２９６番 

字東浦 

４００番１１、４０２番３から４０３番２まで、

１１５６番から１１６５番まで及び１１７０番

から１１７３番まで 

 

４ 変更の理由及び年月日 

  地縁による団体の代表者の改選及び区域の変更が、令和８年２月２８日の

臨時総会において承認されたため。 



津市告示第５８号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年津市告示第３５号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

令和８年３月２５日 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

安東町跡部自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和８年３月１日の定期総会において改選さ

れたため。 

 

 



津市告示第５９号 

下記の者の督促状は、住所及び居所が明らかでなく送達することができない

ので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示

送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

記 

送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○

○○○ 

令和５年度固定資産税・都市計画税督促状第２

期、第３期及び第４期、令和６年度固定資産税・

都市計画税督促状第３期及び第４期並びに令和

７年度固定資産税・都市計画税督促状第３期及

び第４期 

○○○○ 令和５年度市民税・県民税督促状随期、第３期

及び第４期 

○○○ ○○○ ○○○

○ 

令和４年度市民税・県民税督促状随期 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第６０号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項に規定に基づ

き公金事務取扱者を指定し、使用料の徴収等に係る公金事務を次のとおり委託

したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和８年３月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 指定公金事務取扱者の名称、住所又は事務所の所在地 

 ⑴ 名称 

   ＰＦＩ津市斎場株式会社 

 ⑵ 住所又は事務所の所在地 

   津市栄町一丁目８４０番地 

２ 委託した公金事務に係る歳入 

 ⑴ 火葬炉使用料 

 ⑵ 葬儀場使用料 

 ⑶ 霊柩自動車使用料 

 ⑷ 火葬証明手数料 

 ⑸ 有価物売払収入 

３ 公金事務取扱者に指定した日 

  令和８年３月２３日 

４ 委託した日 

  令和８年３月２３日 

５ 委託期間 

  令和８年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

 



津市告示第６１号 

 モーターボート競走法（昭和２６年法律第２４２号）第３条第２号に係る事

務を私人に委託したので、モーターボート競走法施行規則（昭和２６年運輸省

令第５９号）第２条第３項及びモーターボート競走法第３条に基づく私人委託

実施規則（平成２０年津市規則第３７号）第７条の規定により次のとおり告示

する。 

令和８年３月２７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 委託事務 

  ミニボートピア（ボートレースチケットショップ）名張における場外及び

場間場外発売・払戻事務 

２ 受託者 

  三重県名張市瀬古口３０番地１ 

  株式会社名張総合研究所 

３ 履行期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 



津市告示第６２号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１５年河芸町告示第１３４３号で認可した地縁による団体から告示さ

れた事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとお

り告示する。 

 令和８年３月２７日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 届出者 

  新上野自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和８年３月２２日の定期総会において改選

されたため。 

 



津市告示第６３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２８年津市告示第１２７号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和８年３月３０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

  雲出台自治会 

２ 変更に係る事項 

 ⑴ 規約に定める目的 

変更前 

本会に参加する住民は区域内の土地所有者及び別荘

所有者と共に優良且つ快適な住宅化を目的として、自

らの財産価値を高め、又良好な地域環境を確保する為

に本会則を遵守しなければならない。 

（１）回覧版の回付等区域内の住民相互の連絡。 

（２）美化・清掃等区域内の環境の整備。 

（３）自治会内の安心・安全を守る為に会員がお互い

助け合い、協力する。 

（４）会員同士のコミュニケーションを活性化する

種々の活動を行う。 

（５）自治会内の維持・管理で問題が発生した場合、

共に解決を図る。 

（６）会員の意見や提案を定住者の総意としてまとめ

る。 

（７）地方自治体及び分譲地管理者、並びにその他の

諸団体等との連絡・陳情の交渉団体として活動す

る。 

（８）その他、目的達成に必要と認められる一切の事

業。 



変更後 

 本会に参加する住民は区域内の別荘所有者及び土地

所有者と共に優良且つ快適な住宅化を目的として、自

らの財産価値を高め、又良好な地域環境を確保するた

めに本規約を遵守しなければならない。 

（１）回覧版の回付等区域内の住民相互の連絡 

（２）美化・清掃等区域内の環境の整備 

（３）自治会内の安心・安全を守るために会員がお互

い助け合い、協力する 

（４）会員同士のコミュニケーションを活性化する

種々の活動を行う 

（５）自治会内の維持・管理で問題が発生した場合、

共に解決を図る 

（６）会員の意見や提案を住民の総意としてまとめる 

（７）地方自治体及び分譲地管理者、並びにその他の

諸団体等との連絡・陳情の交渉団体として活動す

る 

（８）その他、目的達成に必要と認められる一切の事 

業 

 ⑵ 規約に定める解散の事由 

変更前 

 地方自治法第２６０条の２０第２号、第３号、第４

号及び第５号の規定による場合又は総会において総会

員の４分の３以上の承諾を得た場合 

変更後 

地方自治法第２６０条の２０第２号、第３号、第４

号、第５号及び第６号の規定による場合又は総会にお

いて定住会員の４分の３以上の承諾を得た場合 

３ 変更の理由及び年月日 

  地縁による団体の目的及び解散の事由の変更が、令和８年３月１５日の臨

時総会において議決され、同月１６日津市長が同変更を認可したため。 



津市告示第６４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２２年安濃町告示第８３号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

戸島区自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和８年３月１５日の定期総会において選任

され、同年４月１日からから就任することになったため。 



津市告示第６５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年安濃町告示第２号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

井上区自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和８年３月１５日の定期総会において承認

されたため。 

 



津市告示第６６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２１年安濃町告示第６６号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

大塚区自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和８年３月２２日の定期総会において選任

され、同年４月１日からから就任することになったため。 



津市告示第６７号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年芸濃町告示第６５号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

令和８年３月３１日 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 届出者 

忍田区自治会 

２ 代表者の氏名及び住所の変更 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和８年３月７日の定期総会において選任さ

れ、同年４月１日から就任することになったため。 

 

 

 



津市告示第６８号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１０条第１項の規定に基づき令

和８年度に係る固定資産の価格等を決定し、同法第４１１条第１項の規定によ

り固定資産課税台帳に登録したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 



津市告示第６９号 

 地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号）第２４３条の２第１項の

規定に基づき指定公金事務取扱者を指定し、使用料の徴収の事務を次のとおり

委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和８年３月３１日 

 

                   津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 委託を受けた者の名称、住所又は事務所の所在地 

 ⑴ 名称 

   株式会社ホリクローネ 

 ⑵ 住所又は事務所の所在地 

   津市乙部２２０１ 

２ 委託した公金事務に係る歳入等 

さくらゆ使用料（共同浴場入浴料金） 

３ 指定公金事務取扱者に指定した日 

  令和８年３月３０日 

４ 委託した日 

  令和８年３月３０日 

５ 委託期間 

  令和８年４月１日から令和８年４月３０日まで 

 

 



津市告示第７０号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規定により、令

和８年３月２６日に市議会の議決を経た予算の要領を次のとおり公表する。 

  令和８年３月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

令和７年度津市一般会計補正予算（第１２号） 

令和７年度津市一般会計補正予算（第１３号） 

令和７年度津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号） 

令和７年度津市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

令和７年度津市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号） 

令和７年度津市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第２号） 

令和７年度津市椋本財産区特別会計補正予算（第１号） 

令和７年度津市水道事業会計補正予算（第４号） 

令和７年度津市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 令和７年度津市モーターボート競走事業会計補正予算（第２号） 

 令和８年度津市一般会計予算 

令和８年度津市国民健康保険事業特別会計予算 

令和８年度津市介護保険事業特別会計予算 

令和８年度津市後期高齢者医療事業特別会計予算 

令和８年度津市土地区画整理事業特別会計予算 

令和８年度津市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

令和８年度津市椋本財産区特別会計予算 

令和８年度津市水道事業会計予算 

令和８年度津市工業用水道事業会計予算 

令和８年度津市下水道事業会計予算 

令和８年度津市駐車場事業会計予算 

 令和８年度津市モーターボート競走事業会計予算 

  

 


















































